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はじめに 

 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、未曽有の大災害となり、我が国のこれまで

の防災・減災対策の在り方が問われることとなった。その中で、従来の防災・減災の枠を超え、国土

政策・産業政策も含めた総合的な対応により大規模自然災害への備えを進める視点として、強く打

ち出された理念が、「国土強靱化」である。強靱性とは「強くしなやか」という意味で、国土強靱化

とは、国土や経済、地域社会が災害等にあっても致命的な被害を負わない「強さ」と、速やかに回復

する「しなやかさ」を持つことを目指すものである。 

国においては、平成２５年１２月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等

に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」が公布・施行され、平成２６年６月に「国土

強靱化基本計画」（以下「国計画」という。）が策定される等、国全体で強靱化を進めていくための枠

組みが整備された。 

その後、国計画の策定後に発生した災害から得られた教訓や社会経済情勢の変化等を踏まえて、

平成３０年１２月には「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を盛り込んだ国計画の見

直しが行われ、令和２年１２月には、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を策定

し、国土強靱化に向けた取組の加速化・深化が図られている。 

また、岐阜県では平成２７年３月に、基本法第１３条に基づいた「岐阜県強靱化計画（以下「県計

画」という。）」を策定し、さらに令和２年３月には全庁体制で見直しを行い、県土の強靱化に向けた

施策に取り組んでいるところである。 

近年、気候変動等により、自然災害が激甚化する中で、町民の生命と財産を守り、本町が発展し続

けるためには、今一度、先人たちの数々の功績を想起しつつ、いかなる災害等が起ころうとも致命

的な被害を負わない「強さ」と、速やかに復旧・復興する「しなやかさ」を併せ持つ「強靱な国土づ

くり」が必要である。 

よって、本町における国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、「富加町国土

強靱化地域計画」を策定する。 
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第１章 国土強靱化の基本的考え方 

 

１ 計画の策定趣旨  

 

国では平成２５年１２月１１日に基本法を公布・施行し、国土強靱化に関する施策を総合的かつ

計画的に推進することが定められ、平成２６年６月３日には、国土の強靱化に関して関係する国の

計画等の指針となる国計画が閣議決定されている。 

岐阜県では平成２７年３月に県計画を策定した。また、令和２年３月、令和７年３月には見直し

を実施した。国土強靱化のためには、国と地方が一体となってあらゆる施策を推進することが不可

欠であり、本町としても、引き続き、強靱で回復力のある安全・安心なまちづくりを進めていく必要

がある。 

「富加町国土強靱化地域計画（以下、「本計画」という。）」は、国土強靱化基本法第１３条に基づ

き策定するものであり、本町における国土強靱化に関し、国計画や県計画、そして第５次富加町総

合計画との整合・調和を図りながら、大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復

旧・復興に関する各種施策を総合的かつ計画的に推進する各分野別計画の指針とする。 

 

２ 計画の位置づけと計画期間 

 

（１）地域防災計画との関係 

本町の防災対策を定めた計画としては、災害対策基本法に基づいて策定された富加町地域防災計

画があり、地震、風水害、一般災害等の災害リスクごとに予防対策、応急対策、復旧対策について実

施すべき事項が定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土強靱化地域計画 地域防災計画

検討アプローチ 地域で想定される自然災害全般 災害の種類ごと

主な対象フェーズ 発災前 発災時・発災後

施策の設定方法 脆弱性評価、リスクシナリオに合わせた施策 ―

施策の強靱化 〇 ―

「国土強靱化地域計画」と「地域防災計画」の比較イメージ

行政機能、

地域社会、

地域経済の
強靱化 応急体制

災害予防
応急

復旧

復興

発災前 発災後

富加町国土強靱化地域計画 富加町地域防災計画

迅速な

復旧・復興

体制整備
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一方、本計画は、災害リスクごとに対策を定めたものではない。発災前にあらゆるリスクを見据

え、いかなる事態が発生した場合でも最悪の事態に陥ることを避けるべく、本町の行政機能や地域

社会、地域経済等の強靱化を図る総合的な指針である。 

（２）国土強靱化基本計画、岐阜県強靱化計画との関係 

本計画は、上位計画である国計画と県計画とも密接な関係がある。基本法では、「国、地方公共団

体、事業者その他の関係者は、基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう

努めなければならない（第６条）」、「国土強靱化地域計画は、国土強靱化基本計画との調和が保たれ

たものでなければならない（第１４条）」と規定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の強靱化を進めるにあたっては、国、県が示す基本目標や事前に備えるべき目標等を十分に

踏まえ、連携を図りながら推進方針に示す取り組みを着実に実施することで、国土の強靱化に貢献

することとする。 

なお、計画期間は令和８年度より令和１２年度までの５年間を基本とするが、状況に応じ適宜見

直しを行うものとする。 

  

  

国・県の強靱化計画、町総合計画及び町分野別計画との関係

富加町国土強靱化地域計画 第５次富加町総合計画整合・調整

総合的かつ計画的な施策の展開

強靱化計画は、各分野計画の強靱化に関する総合的な指針となる

富加町

地域防災計画
◯◯計画 ◯◯計画 ◯◯計画

岐阜県強靱化計画

国土強靱化基本計画

連携・調和

連携・役割分担

携
・
調

連

和

国土強靱化に

関する指針

分野別計画に

関する指針
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第２章 地域特性と災害リスク 

 

１ 地域特性 

 

（１）地形的特性 

① 位置 

本町は、岐阜県の中南部、加茂郡の西部に位置している。東西に５.４km、南北に４.４km で、

面積は１６.８２㎢となっており、東部及び南部を美濃加茂市と西部及び北部を関市と接し

ている。山林が総面積の半分近くを占め、平坦地は田園及び住宅地となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地形・河川 

北部山麓から南部にかけて緩やかに傾斜をなし、南部平坦地と標高２７８.２９ｍの梨割山を

はじめとする北東部の丘陵地とに分かれる。木曽川、飛騨川の両岸に台地が発達している。町の

面積の約３割が山林で占められ、町の中央部には一級河川の津保川と川浦川が流れている。 

 山地の地質は主に古生層の砂岩及びチャートで構成され、高度は２００～５００ｍである。山地

の５００ｍ付近には、平坦面が分布し、隆起準平原が存在する。 

 本町は、山之上台地の西端と北部の山地である三和山地・津保谷山地の南端から関・太田地溝帯

に至る部分までであり、町の大部分は、川浦川と津保川が形成した沖積平野である。町の北部にあ

る三和山地・津保谷山地も２００～３００ｍで、老年期地形を示し、この付近では山というより丘

に近い。 

  

「富加町HPより引用」
「富加町ＨＰ」より引用 
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（２）気象的特性 

 

① 気温 

本町は、年間平均気温は１６．３度と比較的温暖な気候に恵まれている。本町の気候は、ほぼ表日

本式気候に分類される。しかし、田園地帯ではあるが、飛騨山地にも近いため、内陸式気候にも似て

いる部分もある。 

夏は、南風が優勢で気温が高く、冬は、北北西の季節風が強い。特徴としては、冬は周囲よりやや

気温が高いことがあげられる。これは、本町が北部を山に囲まれた盆地のためだと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「全国かわまちづくりMAPより引用」
「全国かわまちづくり MAP」より引用 
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※富加町は観測所を有しないため、美濃加茂観測所のデータを参考とする。 「気象庁 過去気象データ」を基に加工・引用 

（℃） 

2025年 年間気温 
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② 雨・雪 

春から初夏にかけて降水量が多い。それ以外の時期は降水量が低く、ほとんど横ばいである。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社会的特性 

 

① 人口 

本町の総人口は、国勢調査によると昭和４０年以降、平成２年までは増加し続け、平成２年の人

口５,８９８人がピークとなった。以降、平成２２年では５,５１６人、平成２７年では５，５６４

人、令和２年では５，６２６人となり、微増の傾向にあるが、令和３２年（２０５０年）には４，４

２２人になると推計される。 

年齢３区分別の人口の推移は、老年人口（６５歳以上）の緩やかな増加と年少人口（０～１４歳）

の緩やかな減少により少子高齢化が進行するとともに、生産年齢人口（１５～６４歳）も減少して

いる。 

また、外国人登録者数は、平成２７年国勢調査では１３２人であったのが、令和２年には１３５

人と増加している。 

世帯数は、昭和２５年以降、人口の増加に伴い増加していた。近年では、人口が減少しているにも

かかわらず増加していることから、核家族化が進行していることがうかがえる。 

  

（mm） 

2025年 年間降水量 
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② 産業 

本町は、男性では建設業や製造業の就業者数が女性より多く、女性では卸売業・小売業や医療・福

祉が男性より多くなっている。 

  

＜総人口の推移と人口推計＞ 

資料：国勢調査 

 
国立社会保障・人口問題研究所の将来推計を根拠 

 

＜年齢３区分別人口の推移＞ 

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計を根拠 

 

資料：国勢調査 
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産業別就業者数は、第１次産業人口は年々減少しており、第２次産業人口も減少している。一方、

第３次産業人口は増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜男女別産業別従業者数＞ 

資料：令和 2年（２０２０年）国勢調査 

＜産業別従業者数の推移＞ 

資料：国勢調査 
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③ 交通 

本町の道路交通は、東西に走る国道４１８号をはじめ、

主要地方道関金山線、富加七宗線、美濃加茂和良線や一般

県道３路線が走っている。そのほか、東海環状自動車道東

回りルート及び富加関インターチェンジの整備供用によ

り都市圏へのアクセスがしやすくなり、利便性が向上して

いる。 

公共交通機関は、長良川鉄道越美南線があり、富加駅を

利用する通勤・通学者等の重要な交通手段となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 

＜男女別従業者数の推移＞ 

「富加町移住・定住応援サイトより引用」「富加町移住・定住応援サイト」より引用 

「富加町第5次総合計画より引用」「富加町第 5次総合計画」より引用 

調査年 令和 2年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

男性就業者数 1,637 1,593 1,616 1,532 

女性就業者数 1,369 1,331 1,360 1,298 
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２ 本町に影響を及ぼす大規模自然災害 

 

（１） 想定されるリスクの考え方 

 

本町は、地形、気象等の条件に恵まれ大災害を受けた例は少ないが、伊勢湾台風、第２室戸台風の

被害を受け、昭和４３年には８.１７集中豪雨、平成４年には８.１１集中豪雨により甚大な被害を

受けている。また、本町における地震による被害は過去にはほとんど見られないが、他の災害と異

なり発生予測あるいは直接的予防対策が不可能である。一方で大規模な地震が発生した場合は、家

屋の密集地域を主として大きな被害が予想される。 

町民生活・社会経済に影響を及ぼすリスクとして、本計画では、大規模自然災害を対象とする。 

 

（２） 地震災害  

 

① 今後想定される地震 

本町地域は、濃尾地震以降地震による大きな被害は受けてはいない。しかしながら、内陸型地震

の震源として、長野県境付近にのびる阿寺断層や福井県大野市南部から可児市にわたる根尾谷断層

は、過去に活発な活動があり注意を要する。 

本町独自の被害想定は行っていないが、岐阜県が平成２５年２月に発表した被害想定を基に、本

町に大きな影響を及ぼすと考えられる地震については次のとおりとなる。 

内閣府の中央防災会議で検討が進められている南海トラフ地震、養老－桑名－四日市断層帯での

地震、阿寺断層系、跡津川断層、高山・大原断層帯での各地震が今後想定される。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
「富加町地域防災計画 地震対策編」より引用 

「岐阜県 内陸直下地震に係る進度分布解析・被害想定結果」より引用 
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② 地震により想定される被害 

想定される地震のうち、最大震度が大きいものから被害想定を考える。南海トラフ地震は、紀伊半島沖

を震源とするもので、想定地震規模はマグニチュード９.０である。これによる最大震度は、震度６弱と想定さ

れる。建物被害は、全壊が１７３棟、半壊が４７７棟と考えられる。この想定には液状化による建物被害も含

まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養老－桑名－四日市断層帯での地震の被害想定は以下のとおりである。こちらも最大震度は、震度６

弱と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「富加町地域防災計画 地震対策編より引用」 

避難者数

全壊 半壊 炎上 焼失

(棟) (棟) 出火件数 棟数

午前

5時

午後

12時

午後

6時

揺れ 液状化 急傾斜地 揺れ 液状化

38 136 0 271 206

液状化などによる建物被害想定の詳細については次のとおりである。

（建物
被害及び
 焼失）

帰宅
困難者

全壊（棟） 半壊（棟）

0 0

1 42 3 4 0 0 0

173 477

0 0 0

1 45 4 3 0

2 65 4 6

534 3

火災

死者数 負傷者数 重症者数
要救出者

数
残火災件

数

時間

人　的　被　害 建物被害

避難者数

全壊 半壊 炎上 焼失

(棟) (棟) 出火件数 棟数

午前

5時

午後

12時

午後

6時

揺れ 液状化 急傾斜地 揺れ 液状化

7 21 0 108 32

0

全壊（棟） 半壊（棟）

液状化などによる建物被害想定の詳細については次のとおりである。

（建物
被害及び
 焼失）

帰宅
困難者

0 17 1 1 0 0

0 0

0 19 1 1 0 0 0

1

122 - 28 141

0

建物被害 火災

死者数 負傷者数 重症者数
要救出者

数
残火災
件数

時間

人　的　被　害

0 25 1

「富加町地域防災計画 地震対策編より引用」 
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（３) 風水害 

 

① 今後想定される水害 

近年は、全国各地で異常気象によるゲリラ豪雨等の自然災害が発生しており、防災対策は、ます

ます重要となっている。本町は、地理、気象等の条件に恵まれており、これまで大災害を受けた例が

少ない。しかし、過去には被害を受けた経験もあり、水害、土砂災害、また台風による被害が想定さ

れる。 

 

② 風水害による過去の被害と想定される被害 

水害は、本町の北西部を流れる津保川、中央部を横断する川浦川の増水によって道路の決壊、橋

りょうの流失、耕地の埋没、家屋の流失、浸水等の被害が過去に発生しており、今後においてもこの

種の災害の発生が予想される。また、本町北部の山間部では、集中豪雨に伴う山腹の崩壊等による

土砂の流出等の被害が発生しており将来においても、この種の被害を主体とした土砂災害が予想さ

れる。 

過去の災害のうち、伊勢湾、第２室戸台風等大きな被害を受けた経過から見ても、今後において

も同様の災害が予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「富加町ＨＰ」より引用 
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「富加町ＨＰ」より引用 
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３ 災害リスクを高める社会経済的要因 

 

本町の人口構造を見ると、平成２２年（２０１０年）では２４,７％だった高齢化率は、３０年後

の令和２２年（２０４０年）には３８.２％と、約１.５倍の増加が推計される。また、その５年後の

令和２７年（２０４５年）には人口の約４割にあたる人が高齢者になり、生産年齢人口（１５～６５

歳未満）は人口の半分以下になると推計される。  

少子高齢化、地域社会の人間関係の希薄化により、地域の防災力が低下している状況にあること、

行政としても災害対応の経験が少ないのが現状の中では、大規模災害発生時に行政機能の低下も懸

念される。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ リスクの抽出  

本町においては地震、台風・梅雨前線等による豪雨、竜巻・突風等の災害リスクが大きく想定され

る。また、土砂災害は地震や水害とともに生じる（複合的に発生する）可能性がある。これらに共通

する被害としては、建物等の倒壊、道路の閉塞・寸断や孤立地区の発生がある。 

一方で人口減少・少子高齢化、地域コミュニティの維持困難、社会資本の老朽化といった社会的リ

スクは、大規模自然災害に代表される様々な災害リスクと複合化することで、被害をさらに拡大さ

せる可能性がある。このため、分野横断的にハード・ソフトの両面から町域を強靱化する必要があ

る。 

 

２ 目指すべき将来像 

人口減少、少子高齢化や社会資本の老朽化等、社会的リスクへの対応を包含しながら、平時から大

規模自然災害に対する備えを充実することにより、いかなる大規模自然災害等が発生しようとも、

最悪な事態に陥ることを避け、町民の生命や財産を守り、住民活動や経済活動を維持し、迅速な復

旧・復興が可能となる強靱で回復力のある安全・安心な町を目指す。 

また、町機能の充実、地域コミュニティの維持・活性化を図り、町全体の強靱化を目指す。 

 

３ 基本目標 

いかなる大規模自然災害が発生しようとも、以下の４項目を基本目標として、強靱化を推進する。 

 ① 人命の保護が最大限図られること 

 ② 町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

 ③ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

 ④ 迅速な復旧復興  
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４ 事前に備えるべき目標 

想定する大規模自然災害に対し、以下７項目の「事前に備えるべき目標」を設定する。 

（１）直接死を最大限防ぐ 

（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・ 避難生活環境を確

実に確保する 

（３）必要不可欠な行政機能は確保する 

（４）生活・経済活動を機能不全に陥らせない 

（５）ライフライン、燃料、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧

させる 

（６）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

（７）地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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第４章 脆弱性の評価 

 １ 脆弱性評価の考え方 

「強靱」とは「強くてしなやか」という意味であり、国土強靱化とは、私たちの国土や経済、

暮らしが、災害や事故等により致命的な障害を受けない強さと、速やかに回復するしなやかさを

持つことである。 

国の基本計画では、「強靱性」の反対語である「脆弱性」を分析・評価し、脆弱性を克服する

ための課題とリスクに対して、強く、しなやかに対応するための方策を検討している。 

本計画策定に際しても、国が実施した手法を踏まえ、以下の枠組み及び手順により、脆弱性の

評価を行い、対応方策を検討する。 

  

起きてはならない

最悪の事態

(       )の設定

想定するリスクの

設定

〈脆弱性評価〉

最悪の事態を回避するための

施策の現状と課題を

分析・評価

対応方針の検討
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 ２ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定 

基本目標の達成に向け、本町の地域特性や災害リスクを考慮し、７つの「事前に備えるべき目標」

に基づく２１の「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を設定した。 

 

  

1-1
巨大地震による住宅・建築物の倒壊や市街地等の大規
模火災に伴う甚大な人的被害の発生

1-2
集中豪雨による集落等の大規模かつ長期にわたる浸水
被害の発生

1-3
大規模土砂災害による集落等の壊滅や甚大な人的被害
の発生

1-4
広域の河川氾濫等に起因する浸水による多数の死傷者
の発生

1-5
避難行動に必要な情報が適切に町民に提供されないこ
とや情報伝達の不備等による、人的被害の発生

2-1
被災地での食料・飲料水等、電力、燃料等、生命に関
わる物資・エネルギー供給の長期停止

2-2
緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資
の輸送ができない事態

2-3 医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災

2-4
劣悪な生活環境、不十分な健康管理による多数の被災
者の健康状態の悪化・死者の発生

3 必要不可欠な行政機能は確保する 3-1 職員･施設等の被災による行政機能の大幅な低下

4-1
幹線が分断する等、基幹的交通ネットワークの長期間
にわたる機能停止

4-2 食料や物資の供給の途絶

5-1
ライフライン（電気、ガス、上下水道等）の長期間に
わたる機能停止

5-2 地域交通ネットワークの分断

5-3
異常渇水等による用水の供給の長期間にわたる途絶に
伴う、生産活動への甚大な影響

6
制御不能な複合災害・二次災害を
発生させない

6-1 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

7-1
災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な
遅れ

7-2 人材等の不足による復旧･復興の大幅な遅れ

7-3 幹線道路の損壊等による復旧･復興の大幅な遅れ

7-4
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティ
の崩壊等による有形・無形の文化の衰退・喪失

7-5
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整
備が進まず復興が大幅に遅れる事態

2

救助・救急、医療活動等が迅速に
行われるとともに、被災者等の健
康・ 避難生活環境を確実に確保す
る

事前に備えるべき目標
起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）

1 直接死を最大限防ぐ

7
地域社会・経済が迅速かつ従前よ
り強靱な姿で復興できる条件を整
備する

5
ライフライン、燃料、交通ネット
ワーク等の被害を最小限に留める
とともに、早期に復旧させる

4
生活・経済活動を機能不全に陥ら
せない
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第５章 強靱化の推進方針 

１ 推進方針の整理 

脆弱性の評価結果に基づき、各々の「起きてはならない最悪の事態」及び、脆弱性評価を選定す

るにあたり、７つの「事前に備えるべき目標」を達成するための１１の施策分野（８つの個別施策分

野、３つの横断的分野）を設定する。 

その上で、２１の「起きてはならない最悪の事態」ごとに関連施策を洗い出し、取組状況を整理

の上、現状や今後の課題を分析・評価した。そして、分野横断的な視点で分析・評価するため、改め

て以下の施策分野ごとに脆弱性評価を行い、施策分野の間で連携して取り組むべき施策の確認等を

行った。 

 

 

  

概　要

（１）交通・物流 緊急輸送対策、各種施設の維持

（２）国土保全 河川、土砂災害対策、土地利用

（３）農林 農業・集落、山地、農地

（４）都市・住宅／土地利用 住宅の耐震化、避難・被災生活対応、水質の保持

（５）保健医療・福祉 保健・医療・福祉の確保　衛生管理

（６）ライフライン・情報通信 電力、水道、命を守る正確な情報の確保

（７）行政機能 災害時の本部機能、防災意識醸成、防災教育

（８）環境 環境保全、廃棄物対策

（９）リスクコミュニケーション
　　／防災教育・人材育成

地域防災力向上、避難支援の枠組み

（１０）官民連携 災害時に備える連携・協定

（１１）メンテナンス・老朽化対策 公共建築物・土木構造物等の耐災害化

施策分野

個別施策
分野

横断的
分野
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 ２ 施策分野ごとの推進方針 

 

個別施策分野 

 

 

（【重点】道路啓開の迅速な実施） 

  

 

災害時において、迅速に応急措置ができるよう企業及び団体との災害時応援協定の締結等を行っ

ている。災害時における町外からの救援物資や自衛隊、警察、消防等の応援部隊の受入れ、支援物

資の円滑的な輸送を行うため、企業及び団体との災害時応援協定の締結等、輸送体制の構築を図る

とともに、平常時から情報交換や訓練参加により確実に活動できるよう実効性を高める。 

 

（道路と附帯設備自体の強靱化） 

 

 

防災拠点を結ぶ緊急輸送道路の整備を進めるとともに、緊急輸送路につながる幹線道路等の整備

及び橋りょうの点検を行っている。大規模地震後も生命に係わる物資の供給や救援活動に支障が生

じないよう、緊急車両が通行できる機能の確保を図るとともに、法面の崩壊防止対策、無電柱化、

倒木防止等を含め、緊急輸送路につながる幹線道路等の整備及び橋りょうの耐震化等災害に備えた

対策を図る。また、災害時に長期間の機能不全に陥るような致命的な損傷を負わないよう、定期的

に点検を行い、点検結果に基づき計画的に必要な補修、補強を実施する。 

 

 

 

狭あい道路については、消火活動や救急活動、あるいは災害時の避難の妨げになることから、継

続して「道路後退整備事業」を実施し拡幅を進め、解消に努める。幅員の大きな道路は、火災の延

焼防止に効果があることから、未整備の道路等の整備を進める。 

 

（鉄道の存続支援） 

  

 

 

長良川鉄道に対しては、沿線５市町で老朽化対策のため補助金を支出して運営を支えているが、

利用者の減少等により経営は苦しい状況である。長良川鉄道では、整備を要する対象箇所が多く、

一部が未整備であるため、老朽化した重要インフラの整備を重点的に支援し、予防的な老朽化対策

を早急に進めることが不可欠であり、鉄道の安全運行の確保を図る必要がある。さらに、沿線市町

や鉄道事業者が協力し、利用促進として利便性向上や観光資源の活用を図り、長期的な財政支援と

地域全体での鉄道活性化を実現する。 

 

  

（１）交通・物流 

道路啓開のための協定の締結等 

 

道路ネットワークの確保 

橋りょう、トンネルを含む道路整備・狭あい道路解消 

長良川鉄道等の安全運行対策にかかわる経費を助成、関係自治体や鉄道事業者等と協力し、鉄道

の利便性向上や活性化を推進 
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（道路、運輸・交通事業者の災害対応力強化） 

  

 

関係機関と連携して、鉄道や路線バス等公共交通機関の緊急の運休や道路の通行止め等の情報確

認を行い、住民の利便性と安全性を向上させるため、正確で最新な情報を町ホームページやメール

配信サービス等でリアルタイムに発信する。交通事業者と迅速な情報連携体制を構築することで、

信頼性の高い情報提供を実現し、住民の移動手段や安全確保につなげる。 

 

 

 

富加町建設業協会と連携し、災害復旧を行う体制を取っている。関係団体による被害状況の調査

や、公共施設の応急復旧活動への協力について締結先の拡大に引き続き務めるとともに、平時から

連絡を密にし、連携の強化を図る。また、道路損傷等についての情報提供について、郵便局と覚書

を交わしている。 

 

 

 

  

町ホームページで交通・鉄道事業者の運行状況確認の実現 

道路等の復旧にかかわる協定締結 
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（【重点】総合的な水害・土砂災害対策の推進） 

  

 

令和７年４月に更新した土砂災害・洪水ハザードマップには中小河川の情報も追加された。水害

時に危険となる場所や、想定される被害がより詳細となったため、より具体的な内容での対応が可

能となった。引き続き実状に沿ったよりリアルな情報提供を心掛けていくとともに、ハザードマッ

プを活用し、町内各地域で地域特性に応じた避難訓練を実施するよう促進する。 

 

 

 

対象施設がある場合は、避難確保計画の策定や避難訓練等の実施についての支援を行う。 

災害時要配慮者名簿登録制度の更なる普及を図り、避難行動支援が必要な方に対して名簿への登

録を促進する。 

 

 

 

土砂災害への予防対策として、ハード・ソフト一体となった土砂災害対策を進める。また、急傾

斜地の崩壊による災害防止を、県と連携し計画的に事業実施することで、安全対策を強化する。さ

らに道路法面の落石や崩壊による被害を防ぐために、法面対策工事を計画的に進める。警報級の大

雨が発生した直後のパトロールを実施し、対策が必要と思われる箇所については、県と連携し迅速

に対応する。加えて、ハザードマップ等を活用し土砂災害（特別）警戒区域及び砂防指定区域の情

報を住民に周知し、災害発生時のリスク軽減と住民の安全確保を図る。 

 

（【重点】治山・林道施設の整備） 

 

 

治山施設が土砂災害等に対しその効果を確実に発揮するよう、森林の維持管理を適宜実施するこ

とで災害に対する安全性の向上を図る。また森林の多面的機能の持続的な発揮に向け、間伐等の森林

整備を計画的に推進する。 

 

  

（２）国土保全 

町民への災害リスクの周知 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 

急傾斜地及び道路法面の崩壊対策 

治山施設の機能強化等による. 荒廃山地の復旧・予防対策の実施 
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（【重点】農業用ため池の防災対策の推進） 

  

 

本町には農業用ため池が２５池あり、今後、老朽化したため池の改修等の検討を行う。 

特に生命、財産に影響を与えるおそれがあるため池は、防災重点農業用ため池として本町では１

２池が指定されており、点検・調査等を実施し、計画的な整備等を進める。 

 

（【重点】農地・農業水利施設等の適切な保全管理） 

  

 

本町には「多面的機能支払交付金」を受け、地域住民の共同活動により農業農村の持つ多面的機

能の維持・発揮に取り組む組織がある。 

これら組織の役員の負担増加や後継者不足が課題であり、継続的な活動に向け検討を進める。 

 

 

 

本町では、防護柵等の設置補助や猟友会による捕獲、地域での追い払い活動の支援等により農業

への鳥獣被害防止を進めているが、災害時においても営農が継続できるよう、引き続き鳥獣被害対

策を推進する。 

 

 

 

森林が有する水源かん養機能や水質浄化機能、土砂流出防止機能、生物多様性保全機能等の公益

的機能の維持・増進を図る。また、森林の適切な管理のため林道の整備を推進する。 

 

 

 

土地改良で整備された農業用排水路等について、施設の老朽化が進んでおり、計画的な改修等を

推進する。 

 

（【重点】農道の整備） 

 

 

農道は町で維持管理を実施している。農道の舗装等は「県単農道整備事業」を活用して実施して

いる。農道橋についても同様であるが、未点検の農道橋については令和２年度において、県が農道

橋点検を実施している。 

 

 

 

  

（３）農林 

農業用ため池の耐震対策の推進 

農地等の地域資源を守る共同活動等の推進 

鳥獣害の防護と捕獲の一体的推進 

農業用用排水路の機能保全対策の推進 

農道の整備と農道橋の耐震対策の推進 

森林の適切な整備 
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（【重点】住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進） 

  

 

町内にある木造建築物の２，１１０戸（第４期富加町耐震改修計画）のうち、旧耐震基準（昭和

５６年５月３１日建築確認以前）の木造建築物は約４割を占めている。町は所有者等に対し、富加

町建築物等耐震化促進事業として、県と協働して補助を行うとともに、第４期富加町耐震改修促進

計画に基づいて相談会の開催や広報・啓発やローラー作戦による個別周知等を図る。 

 

 

 

避難所や町有施設等防災拠点となる重要な公共建築物は、全て耐震化されており、災害時に備え

た施設となっている。また、地域住宅計画及び公営住宅長寿命化計画に基づく公営住宅の耐震化も

完了している。 

公共建築物だけでなく多数の者が利用する民間建築物へは、所有者等への富加町建築物等耐震化

促進事業の耐震補強工事費の補助等の活用を案内しつつ、耐震化の普及・啓発をより一層図る。町

営住宅については、施設のライフサイクルコストの軽減を図りながら更新・長寿命化を実施するた

め、地域住宅計画及び公営住宅長寿命化計画に基づき、総合的かつ計画的に管理を行う。 

  

 

 

倒壊のおそれのある道路沿いのブロック塀等撤去を促進するため、富加町ブロック塀等撤去補助

金制度を設けている。特に通学路沿いにあるブロック塀の所有者に対しては、早急の対応を促すた

め、同制度の活用を周知する。 

 

  

 

これまで本町では、道路の無電柱化の実績はない。しかし、大規模災害の発生に備え、電柱等の

倒壊から緊急輸送道路や避難路を確保するため、幹線道路等必要性及び整備効果が高い箇所におい

て必要性等を勘案し、計画的に無電柱化の整備を検討する。 

なお、町地域防災計画では緊急輸送道路への新規の電柱占用を原則許可していない。 

 

  

 

県指摘の５か所の大規模盛土造成地について調査を進めるとともに、対策の必要がある場合には

その検討を行う。また、これら以外に大規模盛土造成地が新たに判明した場合には、適切な対応を

行い、被害の軽減を図る。さらに、県と連携し、「滑動崩落のおそれが大きい大規模盛土造成地」を

抽出するための変動予測調査などの実施を検討する。調査により危険性が確認された大規模盛土造

成地については速やかに対応を行い、被害を最小限に抑える方策を講じる。今後は必要に応じて補

助制度の創設を検討することで、地域の安全性向上を図る。 

 

（４）都市・住宅／土地利用 

木造住宅の耐震化等の推進 

 

多数の者が利用する建築物等の耐震化等の推進 

危険なブロック塀等対策の推進 

大規模盛土造成地対策 

 

無電柱化対策 
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（【重点】空き家対策の推進） 

 

 

富加町空家等対策協議会において、空き家バンク登録の充実や、空き家の改修費支援補助、片付

け補助、除却補助などの各種補助制度の継続や拡充の検討をするともに、相談会の開催や補助金の

活用等の普及・啓発に努める。 

 

（立地適正化計画の策定） 

  

 

本町では、令和７年度時点で立地適正化計画（※）を策定していない。災害リスクの低い地域への

居住や都市機能の誘導を図り、「コンパクト＋ネットワーク」によるまちづくりを進めるため、立地

適正化計画の策定を検討する。 

※立地適正化計画とは、災害リスクを理解しながら、居住機能や医療、福祉、子育て支援、商業等

の様々な都市機能の誘導により、都市全域を見渡したマスタープランとして、位置付けられる自治体

マスタープランの高度化版のこと。 

 

（【重点】避難所の防災機能・生活環境の向上） 

  

 

避難所機能環境を整備するにあたり、町では、避難所の５か所に「災害用統一ＳＳＩＤ ００００

０ＪＡＰＡＮ (ファイブゼロジャパン)」を導入済みである。非常時には町が提供する公衆無線Ｌ

ＡＮをすべての利用者に開放し、インターネットへのアクセスを可能にすることで、町の提供する

緊急情報へのアクセスが可能になる。必要な資機材や設備等を計画的に整備し、備蓄品の適切な管

理や維持、停電対策など避難所環境を強化していく必要がある。また、乳幼児がいる女性や障がい

者、高齢者等の利用者に配慮した環境整備を実施する。 

 

（被災住宅への支援） 

 

 

「富加町被災者生活・住宅再建支援金交付要綱」を整備し、予算の確保に努めている。被災時に

は、生活や住宅を再建できるよう、被害の状況に応じ速やかに被災者生活・住宅再建支援金等の支

援を受けられる体制を整備する。 

 

  

空き家等対策の推進 

 

立地適正化計画の定期的な更新・推進 

 

良好な避難所環境の確保 

被災住宅への支援（速やかな被災者の生活再建支援） 
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大規模災害時において、応急修理を行うことで引き続き元の住宅で生活ができる被災者に対し、

修理業者の情報提供や修理費の直接払いを行い、被災者の負担軽減を図る。災害が長期化する場合

には、避難所よりも元の住宅で生活することで被災者の生活再建が促進されるため、応急修理の支

援を積極的に実施する。なお、応急修理を行う町内業者が少ないため、県等と連携しながら情報提

供を強化する。 

 

（応急住宅の円滑かつ迅速な供給） 

 

 

大規模災害時において、家を失い自ら住宅を確保できない被災者に一時的な住居を提供するため

に、応急住宅の建設及び町営住宅の一時使用を検討する。応急住宅に先駆けて、被災一時提供住宅

として公営住宅の利用ができるよう、県等と連携しながら、県内・県外の公営住宅について情報提

供を行う。富加町地域防災計画での本町の応急仮設住宅建設可能用地は、町内３か所に１７８戸分

を設定している。 

 

（水資源関連施設の整備推進等） 

  

 

本町の水道は、県浄水場からの県水で供給しており、渇水時だけでなく災害時や断水が予想され

る場合には、県及び町の対策マニュアルに基づいて対応し、情報収集・伝達や円滑な復旧体制、緊

急給水活動を行う。 

 

（文化財の保護対策の推進） 

  

 

指定文化財又は史跡の候補物件の洗い出しと、必要であれば指定・公有地化について諮問機関へ

意見具申を行う。「文化財保存活用地域計画」の策定について検討を行う。 

 

（環境保全の推進） 

 

 

 

県の森林環境税を財源とした、里山林整備等を町で実施している。令和２年度からは、国の森林

環境譲与税を財源とした、森林整備事業も実施している。また、地域団体による森林・山村多面的

機能発揮対策交付金」を活用した、森林整備が実施されている。 

今後も県の森林環境税、国の森林環境譲与税を活用し計画的に推進する。また、森林整備の活動

をしている地域団体を支援する。 

 

  

被災住宅への応急修理支援 

応急住宅の供給の推進 

 

渇水時や災害時での緊急給水活動及び復旧体制の確立 

文化財保護対策の推進 

自然環境の持つ多面的機能の持続的発揮のため、災害に強い森林づくりや自然公園等の保全を推

進 
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（地籍調査の促進） 

  

 

土地の境界確認が円滑に行われることが、迅速な復旧、復興につながるため、地籍調査事業を引

き続き促進する。 

  

地籍調査の推進 
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（【重点】災害医療体制の充実） 

  

 

災害時の医療体制について、平常時から関係機関との情報共有及び連携の強化を図る。また、加

茂医師会との災害時における医療救護活動に関する協定書を締結することで、災害時における救

助・救急、医療活動に向けた体制を整備する。今後も加茂医師会と協議を重ね、さらなる被災者等

の健康・避難生活環境の体制整備に努めるとともに、富加町災害時医療救護計画（地震災害等医療

救護計画）の見直しを随時行う。 

 

 

 

重度障がい児者の震災等による長期停電への備えとして、電源や医療資材供給等の協力・支援体

制構築を検討する。 

 

（災害時健康管理体制の整備） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、必要な研修等に参加する。また、関係部署、

関係機関・団体と連携した災害時の保健活動体制の構築に向け、県と連携を図り、さらに保健師間

での情報共有を推進する。被災者の生命、健康を守り、避難生活の長期化による二次健康被害を予

防するため、富加町災害時保健活動マニュアルを整備する。 

 

（医療・介護人材の育成・確保） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、発災時に備え、町内にある医療機関の人材

配置状況を確認する。また、人材確保の一助として、資格を有する者が町内の医療機関に勤務した

場合の助成等を検討する。 

 

 

 

発災時にも、被災者あるいは避難者の要介護者の健康を確保するために、介護人材の安定供給を

図る。人材確保の一助として、資格を有する者が町内の介護事業所に勤務した場合の助成等を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

（５）保健医療・福祉 

災害医療関係機関の体制及び連携の強化 

重度障がい児者に対する災害時等支援ネットワークの構築 

災害時の保健活動体制整備の推進 

医療人材確保の推進 

介護人材確保の推進 
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（【重点】避難所環境の充実） 

 

 

避難所においては、暑さ・寒さ対策やプライバシー配慮対策をはじめ、乳幼児のいる世帯や女性、

障がい者、高齢者等の多様な利用者に配慮した環境整備を確保する。 

また、令和元年度に避難所における衛生管理ガイドラインを策定し、感染症の発生・まん延を防

ぐ衛生・防疫体制を整備した。必要に応じて、避難所における衛生管理ガイドラインの見直しを行

っていく。特に新型コロナ、インフルエンザ、ノロ等のウイルス性感染症のまん延防止を目的とし、

パーティションやマスク消毒液等の物資を平常時より備蓄する。 

 

（【重点】福祉避難所の運営体制確保） 

 

 

福祉避難所の開設訓練等を実施、備品等の整備に努めるとともに、福祉避難所として指定してい

る介護老人福祉施設が行う開設訓練時には必要な助言を行う。 

 

 

 

  

避難所運営マニュアルの策定、防犯体制確保、感染症の発生・まん延を防ぐ衛生・防疫体制整備 

福祉避難所の充実強化 
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（【重点】上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進） 

  

 

ストックマネジメント計画を基に、将来の維持管理費用コスト等の平準化、及び下水道施設の計

画的な更新に取り組んでいる。また、令和７年度に実施した非線形耐震診断結果を基に終末処理場

（浄化センター）の耐震補強とともに、耐用年数を経過している機械設備の更新を図る。 

 

 

 

平成２５年に実施した夕田配水池の耐震化と、町内の管路延長約５７㎞のうち約９㎞の管路耐震

化を実施しているが、現在は重要給水施設（避難所等）までの管路の耐震化を順次行っている。今

後も、令和５年度に策定した富加町水道事業ビジョン及び富加町水道事業経営戦略を基に、富加町

独自の更新基準による更新需要額に基づき、年次別管路耐震化整備計画図のとおり、管路の耐震化

の前倒しや更新に合わせた耐震化を図る。 

 

（下水道における業務継続体制の整備） 

 

 

下水道施設の機能を維持、又は応急復旧するための業務継続体制の検証を行い、非常時優先業務

と人員計画等の不断の見直しを推進する必要がある。災害時における下水道機能の継続・早期回復

の向上を促進するため、下水道の業務継続計画の定期的な見直しをする必要がある。 

 

（合併浄化槽への転換促進） 

 

 

下水道区域外では、国等の合併処理浄化槽設置補助金等により、合併処理浄化槽の設置を促すと

ともに、既設の合併処理浄化槽については設置者への適切な維持管理の指導を行う必要がある。 

下水道区域内の一部の単独浄化槽やくみ取り便槽の使用者（下水道未接続者）については、合併

処理浄化槽への転換促進、もしくは下水道への接続を促し、汚水等の適正処理を図っていく必要が

ある。 

 

（【重点】総合的な大規模停電対策の推進） 

  

 

台風や降雪等を原因とした倒木による長時間にわたるライフラインの停止や、道路の通行止めを

未然に防ぐため、土地所有者への注意喚起や除去依頼を行うとともに、関係機関等と連携し道路沿

いの樹木伐採を進める。道路等にはみだす、あるいは、枯れてしまった樹木を発見した場合、土地

所有者を特定し、伐採依頼の通知文書の送付を行っている。電線に接触している樹木に関しては、

発見次第中部電力又はＮＴＴに報告して伐採の依頼を行っている。また、可茂地区電気工事協議会

と「災害時応援協力に関する協定書」を締結している。 

（６）ライフライン・情報通信 

下水道施設の耐震・老朽化対策の推進 

水道施設の耐震化の推進 

 

下水道業務継続計画の見直し 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進 

倒木によるライフライン被害軽減対策の推進 
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台風等の暴風雨や降雪等による倒木での受傷や家屋の損傷等の直接被害を防ぐため、土地所有者

への注意喚起や除去依頼を行うとともに、関係機関等と連携し危険木伐採を進める。 

 

 

 

町管理道路等にはみだす、あるいは枯れた樹木を発見した場合、土地所有者を特定し、伐採依頼

を行う。 

 

 

 

屋外拡声子局については令和１１年度までを目標にすべて新方式に更新する。長期停電による電

源喪失にも対応できるよう、燃料やバッテリー補給体制を再点検するなど情報伝達施設の適切な維

持管理に努める。 

 

（農業集落排水施設の機能保全） 

 

 

町内４か所の農業集落排水処理施設は、供用開始から３４年以上が経過し、処理場施設やマンホ

ールポンプ等の更新が必要となっている。今後は、施設の適切な維持管理を行うとともに、農業集

落排水施設を公共下水道に接続するなどの広域化・共同化を検討していく。 

  

危険木除去による生活環境保全対策の推進 

町道沿いの樹木伐採による通行安全対策の推進 

町民への情報発信の充実 

農業集落排水施設の機能保全対策の推進 
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（【重点】町民への情報伝達の強化と伝達手段の多様化） 

  

 

本町では、避難所のうち５か所に、「災害用統一ＳＳＩＤ ０００００ＪＡＰＡＮ (ファイブゼロ

ジャパン)」を導入済みである。非常時には町が提供する公衆無線ＬＡＮをすべての利用者に開放し、

インターネットへのアクセスを可能にすることで、町の提供する緊急情報へのアクセスが可能にな

る。また、災害時における避難指示等の緊急情報を迅速にかつ確実に伝達するため、防災行政無線、

戸別受信機による放送や、緊急速報メール、とみかメール、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）、ホームページ等を

活用している。各種手段の維持管理や体制確認を行うとともに、今後更なる充実を図る。また、ホ

ームページから河川監視カメラによる水位状況を確認できたり、防災情報共有システムにより災害

の発生状況や避難情報を発信したりしている。多様なツールを導入しているが、一層の拡充、各種

サービスの効果的な利用方法を検討し、推進する。 

 

（防災情報通信システム及び行政情報通信基盤の耐災害性強化） 

 

 

令和１１年度までを目標にすべての屋外拡声子局を更新し、すべてを新方式での運用にする。令

和３年度に導入したＭＣＡ無線機が令和９年３月末で使用できなくなることに伴い、代替の機器を

令和８年度中に導入する。個別受信機については、町民の導入実績を見ながら、配備について検討

をしていく。西日本電信電話株式会社で、災害時優先電話による通話の確保を優先的に行う箇所は、

富加町役場庁舎、とみかこども園、子育て支援拠点施設すくすく、富加小学校、双葉中学校である。 

 

（広域連携の推進） 

  

 

平時より、応援の受入れを前提とした人的・物的支援の受入れ体制を整備しており、「富加町災害

初動マニュアル」に基づき庁内受援担当及び受援担当を割り振り、受入れ場所等の準備を進めてい

る。さらに、平常時から情報交換や訓練への参加を通じて実効性を高めることで、災害時における

迅速かつ的確な対応が可能となる体制づくりを目指している。今後はこれらを取りまとめた受援計

画を策定し、地域防災計画へ位置づけるよう検討を進めていく。本町では「岐阜県広域消防相互応

援協定」に基づき県消防相互応援隊の活動が迅速かつ的確に実施できるように努めるとともに、「可

茂地区市町村消防団相互応援協定」及び「みのかも定住自立圏災害時における相互応援に関する協

定」に基づく防災応援活動が円滑に実施されるよう対応に万全を期している。また、受援計画につ

いては人員も含めた内容を策定し、地域防災計画への反映を検討する。 

 

 

 

災害時に町内避難所で対応できない場合や道路が寸断し集落が孤立すること等のリスクを回避

するため、近隣市町村と広域避難に関する協定を締結している。災害時の応援体制の強化や広域避

難の検討、帰宅困難者対策等、広域的に取り組むべき課題について、国、県、隣接市町村等との連

（７）行政機能 

町民等への情報伝達の強化 

防災情報通信を適正に維持管理する 

災害時の広域応援・受援体制の強化 

市町村域を越える広域避難の検討 
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携強化を図る必要がある。これにより、災害時の応援体制や広域避難体制をより盤石なものとし、

迅速かつ確実な支援活動が展開できるよう取り組む。 

 

（業務継続体制の整備） 

 

 

富加町業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、非常時優先業務や職員参集想定等を定めており、計画

が形骸化しないよう職員への周知を図るとともに継続的な見直しを行う。災害時における業務の早

期立ち上げや通常業務の早期復旧のため、戸籍など重要な行政データの流出・喪失防止を目的とし

た情報通信機器の保護を実施していく必要がある。また、主要庁舎の非常用電源等の確保・管理に

努めるとともに、職員用非常食や飲料水等の計画的な備蓄を積極的に推進する。 

 

（非常用物資の備蓄促進） 

  

 

災害用備蓄品は、長期保存が可能なものから比較的短期間で更新を要するものまで様々であり、

整備計画に基づいて定期的かつ効率的な更新に努めていく。大規模災害が発生した場合、町の備蓄

のみで対応することは困難と想定されることや、大規模災害で道路が寸断し集落が孤立することな

どのリスクを回避するため、家庭や地域などで備蓄の整備を推進する必要がある。また、備蓄品の

適正管理のため、備蓄倉庫等の整備を検討していく必要があり、広報紙や防災訓練を通じて家庭で

の備蓄品の啓発に努め、最低３日分以上の備蓄を推奨している。さらに、民間企業等と協定を締結

し、必要な食料や資機材の確保体制を構築するなど、備蓄箇所や備蓄数の見直しを行い、適切な設

備の整備と維持管理を計画的に推進する。 

 

（【重点】災害対策用資機材の確保・充実） 

  

 

既にクレーン車等の使用に関する協定書を自動車整備会社と締結、資機材のレンタルに関する協

定書をレンタル企業と締結している等、必要な資機材を調達・支援する方法等について関係機関と

連携し検討を進めている。  

業務継続体制の整備 

非常用物資の備蓄促進 

資機材確保、点検 
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（【重点】災害廃棄物対策の推進） 

  

 

本町では災害廃棄物処理計画を策定し災害に備えているが、大規模な災害発生時には可能な限り

早期処理をして、復旧・復興への影響を減少する。そのため、一般廃棄物の受入先である可茂衛生

施設利用組合の施設において、災害廃棄物の受入態勢の整備を進める。また、災害廃棄物の仮置場

予定地の調整も進める。 

 

（有害物質対策の検討） 

 

 

 

「富加町災害廃棄物処理計画」において、「災害廃棄物処理対策」として「有害廃棄物・危険物の

所在把握、取扱い方法の周知」「有害物質・危険物の回収ルート確立」の事項があるが、計画に記載

した以上の具体的な手段は定めていないため、具体的な手段を検討する。 

 

 

  

（８）環境 

災害廃棄物処理体制の強化 

有害物質の飛散・流出対策について大規模災害発生時に迅速な対応をするための課題を整理・検

討 
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横断的分野 

 

 

（【重点】防災教育の推進） 

 

 

小学校での年４回程度の避難訓練、総合学習での防災に関する授業、震災を経験した宮城県での

研修事業「宮城研修」を実施している。これは、東日本大震災の被害や復興の状況について知り、

被災した時の人々の思いに触れるとともに、命の大切さや人々の絆の深さを感じ取り今後の自身の

成長に生かすことを目的としている。 

現在実施している施策を継続しながら、複雑多様化する災害等に関する教育を、限られた時間の

中でどのように行うか検討が必要である。 

 

   

 

令和７年４月に土砂災害・洪水ハザードマップを更新し全戸へ配布した。毎年土砂災害警戒区域

を対象に防災訓練を実施し、町民の防災意識の高揚に努めている。防災訓練への参加や防災意識の

向上を図るため、町内全域を対象とした「総合防災訓練」を実施し、地域の災害リスクや災害時に

とるべき避難行動の理解促進等を図る。 

 

（【重点】町民主体での避難対策の強化） 

  

 

令和７年４月に更新した土砂災害・洪水ハザードマップには中小河川の情報も追加された。水害

時に危険となる場所や、想定される被害がより詳細となったため、より具体的な内容での対応が可

能となった。引き続き実状に沿ったよりリアルな情報提供を心掛けていくとともに、ハザードマッ

プを活用し、町内各地域で地域特性に応じた避難訓練を実施するよう促進する。 

 

（【重点】要配慮者支援の推進） 

 

 

災害時に活用できるよう、富加町地域防災計画、及び富加町避難行動要支援者支援プラン（全体

計画）を基に、避難行動要支援者名簿の更新を行い、警察、消防、自治会等へ提供する。 

 

 

 

災害により、自宅に住めなくなった被災者が、避難所や避難所以外に避難した場合に応急住宅、

公営住宅の一時使用等の情報提供を行う。平常時の住まいの確保と異なり被災者の時間的制約があ

ることを考慮して、災害発生後に応急住宅の需要を把握するタイミングや被災者が次の住まいに関

して考えるタイミング等において、適宜実施することが求められる。多様な住まいの選択肢の中か

ら、被災者個々の事情を踏まえた住まいの情報提供を行う。 

 

（９）リスクコミュニケーション／防災教育・人材育成 

防災教育を中心とした実践的安全教育の推進 

総合的な水害・土砂災害対策の推進（ソフト対策） 

町民への災害リスクの周知 

避難行動要支援者名簿の活用 

被災者の仮住まい支援の推進 
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増加する日本語でのコミュニケーションが難しい外国人居住者や訪問者に対し、災害時の情報提

供を強化し、特に避難行動に必要な情報を多言語で提供することで、非常時にも安心できる体制を

整える。また、多言語対応の情報提供やコミュニティ支援体制を強化し、外国人が安全に避難でき

る環境の整備を推進する。 

 

（コミュニティ活動の担い手養成） 

 

 

自主防災組織の活動を引き続き支援するとともに、各組織が主体となった防災訓練の実施や、各

地域が避難所の運営を主体的に行うことで避難所運営力の向上が図れるよう取り組む。また、コミ

ュニティ活動の担い手養成について検討し、防災士数の増加を引き続き目指すとともに、防災士と

の連携を強化することで、地域防災力のさらなる向上を目指す。 

 

  

災害時等における外国人の支援強化 

地域の絆づくりの推進 
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（【重点】災害ボランティアの受入・連携体制の構築、支援職員の養成） 

 

 

富加町社会福祉協議会と締結した「富加町災害ボランティアセンターの設置及び運営に関する協

定」を基に、富加町社会福祉協議会が実施する設置訓練時において、助言等の支援を行う。 

 

  

 

富加町社会福祉協議会と締結した「富加町災害ボランティアセンターの設置及び運営に関する協

定」を基に、富加町社会福祉協議会が実施する設置訓練において、助言等の支援を行う。 

 

  

 

富加町社会福祉協議会と締結した「富加町災害ボランティアセンターの設置及び運営に関する協

定」を基に、富加町社会福祉協議会が実施する設置訓練や災害ボランティア養成研修等に対し、助

言等の支援を行い、連携を強化していく。 

 

  

 

県が行う研修に町職員が参加し、判定士の増員に努める。また、大規模地震発生時に必要となる

有資格者を増やすための啓発を行い、「判定コーディネーター」の受け入れ体制を強化しながら、判

定士や「判定コーディネーター」の育成を進めることで、建築物・宅地危険度判定体制のさらなる

強化を図る。 

 

  

（１０）官民連携 

災害ボランティアセンター立ち上げ支援 

災害ボランティア活動における受入体制整備 

災害ボランティアとの連携強化 

応急危険度判定士の確保 
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（公共施設等の維持管理） 

 

 

県の社会資本メンテナンス相談窓口等を活用し、維持管理の技術的な支援を求め、効率的かつ効

果的な維持管理を推進する。公共建築物等の老朽化対策については、計画的な維持管理・更新を行

う。 

 

（【重点】社会資本の適切な維持管理） 

  

 

 

災害時に長期間の機能不全に陥るような致命的な損傷を負わないよう、定期的に点検を行い、必

要に応じて補修等を実施している。毎月の道路パトロール、橋りょう点検等を行い、破損箇所を発

見し職員にて対応できる場合は対応し、できない場合には業者に発注しメンテナンスを行っている。

各施設が有効に機能するよう、またその効果を確実に発揮するよう、定期的に点検を行い、点検結

果に基づき計画的に必要な施設の整備、維持管理、長寿命化等を実施する。 

 

 

 

 

 

  

（１１）メンテナンス・老朽化対策 

県と連携し維持管理担当技術職員の育成を図る 

 

道路施設、河川構造物、水路施設、砂防施設等の計画的な点検、補修、耐震化工事、老朽化対策

工事等の実施 
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第６章 国土強靱化地域計画の推進と見直し 

 

 １ 推進体制 

 

国、県、民間等とも連携した取組の推進を図るため、本計画の周知に努めるとともに、最新の科学的

知見に基づく被害想定や各種リスク情報、取組、研究成果の進捗状況を各主体間で共有しながら、相互

に連携して効果的・効率的な取組の展開を図る。 
 

 ２ 施策項目の重点化 

 

本町の現状を踏まえて、「本町での発生度」「本町生活への影響の大きさ」「経済社会への緊急度」

「被害回復の緊急度」「平常時からの活用」等を考慮して、特に重点化すべき２２の施策項目を設定

した。 

    

  
重点化施策項目

道路啓開の迅速な実施 道路と附帯設備自体の強靭化

鉄道の存続支援

道路、運輸・交通事業者の災害対応力強化

総合的な水害・土砂災害対策の推進

治山・林道施設の整備

農業用ため池の防災対策の推進

農地・農業水利施設等の適切な保全管理

農道の整備

住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進 立地適正化計画の策定促進

空き家対策の推進 被災住宅への支援

避難所の防災機能・生活環境の向上 応急住宅の円滑かつ迅速な供給

水資源関連施設の整備推進等

文化財の保護対策の推進

環境保全の推進

地籍調査の促進

災害医療体制の充実 災害時健康管理体制の整備

避難所環境の充実 医療・介護人材の育成・確保

福祉避難所の運営体制確保

上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進 下水道における業務継続体制の整備

総合的な大規模停電対策の推進 合併浄化槽への転換促進

農業集落排水施設の機能保全

町民への情報伝達の強化と伝達手段の多

様化

防災情報通信システム及び行政情報通信基

盤の耐災害性強化

災害対策用資機材の確保・充実 広域連携の推進

業務継続体制の整備

非常用物資の備蓄促進

(８)環境 災害廃棄物対策の推進 有害物質対策の検討

防災教育の推進 コミュニティ活動の担い手養成

町民主体での避難対策の強化

要配慮者支援の推進

(10)官民連携
災害ボランティアの受入・連携体制の構築、

支援職員の養成

(11)ﾒﾝﾃﾅﾝｽ・老朽化対策 社会資本の適切な維持管理 公共施設等の維持管理

施策項目

個

別

施

策

分

野

横

断

的

分

野

施策分野

(１)交通・物流

(３)農林

(４)都市・住宅／土地利用

(５)保健医療・福祉

(７)行政機能

(９)リスクコミュニケーション

　／防災教育・人材育成

(２)国土保全

(６)ライフライン・情報通信
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３ 計画の見直し 

 

本計画の推進期間は、国計画、県計画及び本町の総合計画との整合・調和を図る趣旨から概ね５年と

する。また、社会経済情勢等の変化等が生じた場合や取り組みの進捗評価の結果、見直しが必要になっ

た場合は、期間内においても適宜見直しを行う。 
 

 ４ 計画の進捗管理 

 

本計画の進捗管理は、①ＰＬＡＮ（計画策定）、②ＤＯ（実行）、③ＣＨＥＣＫ（点検・評価）、④

ＡＣＴＩＯＮ（処置・改善）の流れを基本としたＰＤＣＡサイクルにより行う。具体的には５年後の計

画更新を見据え本計画の検証を行う「大きなＰＤＣＡ」と、各取組レベルの進捗評価を行う「小さなＰ

ＤＣＡ」の組み合わせにより、進捗を管理する。取組の進捗状況は、毎年度フォローアップを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

０年目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 5年目以降

計
画
策
定

P

計画の実行 D

P

C

A D

P

C

A D

P

C

A D

実施計画等に基づく小さなPDCA（毎年）

点
検
評
価

処
置
改
善P

C

A D
C A

PDCAによる効果検証のイメージ
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（別紙１）起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性の評価 

 

 

 

 

（【重点】住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進） 

  

 

地震による死傷者の発生を防ぐためには、住宅･建築物の被害を軽減することが重要である。木造

住宅の耐震化を推進するため、耐震診断、耐震改修工事等に対する支援を行うとともに、様々な分

野から普及・啓発を実施する必要がある。また、義務化対象建築物の耐震診断の実施や耐震性が不

不十分な建築物の耐震化の促進を図る必要がある。 

 

 

 

多数の者に危害の及ぶおそれのある建築物や災害時に重要な拠点施設となる建築物等の耐震性

の向上、安全性の確保を図るため、耐震診断、補強設計や耐震改修（天井改修を含む）を実施する

必要がある。 

  

 

 

ブロック塀は、地震や暴風等の際に倒壊する可能性があり、幼児・児童や老人等が巻き込まれれ

ば、大けがや命に係わる可能性もあるため、富加町ブロック塀等撤去補助金の周知を図り、早急に

撤去して危険箇所を減少させる必要がある。 

 

  

 

大規模災害の発生に備え、電柱等道路近接構造物の倒壊から緊急輸送道路や避難路を確保するた

め、幹線道路等必要性及び整備効果が高い箇所において必要性等を勘案し、計画的に無電柱化の整

備を検討する必要がある。 

 

  

 

町民の宅地被害に対する関心を高め、早期の変状把握や早期対応等による被害の防止・軽減につ

なげるためには、県による大規模盛土造成地の位置等の調査情報を引き続き活用する必要がある。

令和７年現在、町内には５か所の大規模盛土造成地（県調査）があり、震災時に想定される影響を

調査（分類調査）した結果、経過観察（概略）及び当面対応不要ということが判明しているが、引

き続き安全性確認のための情報提供と住民への周知を徹底する必要がある。 

 

 

 

１－１） 
巨大地震による住宅・建築物の倒壊や市街地等の大規模火災に伴う甚大な人的被害の

発生 

事前に備えるべき目標１：直接死を最大限防ぐ 

木造住宅の耐震化等の推進 

 

多数の者が利用する建築物等の耐震化等の推進 

危険なブロック塀等対策の推進 

大規模盛土造成地対策 

 

無電柱化対策 
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（【重点】空き家対策の推進） 

 

 

大規模災害発生時の空き家等の倒壊による道路の閉塞や火災発生等を防止するため、県と連携し

て空き家等の利活用や除却を進めるとともに、空き家等所有者への意識啓発や相談体制の整備等、

総合的な空き家対策を推進する必要がある。令和7年度の空き家等実態調査の結果、町内に106戸

の空き家等を確認し、これらの対策を計画的に実施するため、第2期富加町空家等対策計画を策定

した。当該計画を基に、空き家等対策の推進に関する特別措置法の中で富加町空家等対策協議会と

協議を行いながら、空き家等の対策を計画的に取り組む必要がある。 

 

（公共施設等の維持管理） 

 

 

社会資本の老朽化が進む中、技術職員が不足しており、その確保、技術的支援等について県の支

援を求める必要がある。 

また、公共建築物等の老朽化対策については、維持補修等必要な取り組みを進めているが、今後、

更新時期を迎える建築物も見込まれることから、公営住宅については「富加町公営住宅長寿命化計

画」に基づき、計画的な維持管理・更新を行う必要がある。また小学校、中学校についても長寿命

化を図る必要がある。 

 

 

 

（立地適正化計画の策定促進） 

  

 

本町では、令和７年度時点で立地適正化計画（※）を策定していない。災害リスクの低い地域への

居住や都市機能の誘導を図り、「コンパクト＋ネットワーク」によるまちづくりを進めるため、立地

適正化計画の策定を検討する。 

※立地適正化計画とは、災害リスクを理解しながら、居住機能や医療、福祉、子育て支援、商業等

の様々な都市機能の誘導により、都市全域を見渡したマスタープランとして、位置付けられる自治体

マスタープランの高度化版のこと。 

 

 

 

  

空き家等対策の推進 

 

県と連携し維持管理担当技術職員の育成を図る 

 

１－２） 集中豪雨による集落等の大規模かつ長期にわたる浸水被害の発生 

立地適正化計画の定期的更新・推進 
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（【重点】総合的な水害・土砂災害対策の推進） 

  

 

近年の気候変動による降雨の激甚化・頻発化傾向に伴い、大水害だけでなく、平成３０年７月豪

雨のように治水安全度が低い中小河川における水害の頻発化が懸念される。このような状況下で、

水害の発生頻度を低下させ、生命はもとより財産や暮らしを守り、社会経済活動を安心して営める

ようにするため、ハード対策を迅速に進める必要がある。加えて、河川管理施設等のハード施設で

は防ぎきれない水害に対して、命を守るための避難行動につながるソフト対策を推進する必要があ

る。 

令和７年４月には「土砂災害・洪水ハザードマップ」を更新し、全戸配布した。更新したことで

中小河川の情報も把握することができるようになった。町民総ぐるみで自助と共助の底上げを図る

ため、過去の災害を知り、ハザードマップを確認する、地域の防災訓練に参加する等の具体的な目

標を盛り込んだ新たな行動計画を定める必要がある。 

 

 

 

高齢者、障がい者等の要配慮者は、災害時の避難行動に時間を要し、避難行動の遅れにより被災

する危険性が高くなるため、平成２９年の水防法及び土砂災害防止法の改正により、対象施設が要

配慮者利用施設に義務付けられた場合に、避難確保計画の作成、及び避難訓練の実施を促進する必

要がある。 

また、災害時要援護者名簿登録制度の更なる普及を図り、避難行動支援が必要な町民に対して名

簿への登録を促進するとともに、登録者の個別計画の策定を進める必要がある。 

 

 

 

道路法面の落石・崩壊は、直接的な受傷の原因になるだけでなく、避難路や非常物資物流ルート、

緊急自動車通行路の封鎖、家屋の倒壊、河川を堰き止めることによる自然堤防の発生等広範な二次

災害の原因となり得るため、その被害の発生を防ぐための法面対策工事の必要性について、過去の

被害実績などを踏まえた上で慎重に検討し、計画的かつ優先的に進める必要がある。また、ハード

面での対策が必要と判断された箇所についてはすでに工事が実施されており、近年頻発する集中豪

雨や台風による土砂災害の発生が見られない例も存在することから、こうした取り組みが一定の成

果を上げていることを引き続き検証する必要がある。 

 

  

１－３） 大規模土砂災害による集落等の壊滅や甚大な人的被害の発生 

町民への災害リスクの周知 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 

急傾斜地及び道路法面の崩壊対策 
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（【重点】治山・林道施設の整備） 

 

 

森林・里山の保全を図るとともに、治山施設が土砂災害等に対しその効果を確実に発揮できるよ

う、維持管理を適宜実施し、災害に対する安全性の向上を図る必要がある。また、森林の多面的機

能を持続的に発揮させるためには、間伐等の森林整備を計画的に推進し、適切な経営管理が行われ

ていない森林についても整備を進める必要がある。さらに、道路ネットワークの補完や災害に強い

森林づくりを実現するため、県と連携しつつ計画的に林道整備を進める必要がある。なお、ハード

面での対策が必要と判断された場所についてはすでに工事が実施されており、近年の雨による土砂

災害が発生していないことから、こうした取り組みが一定の成果を上げていると考えられるため、

引き続き取り組みを進める必要がある。 

 

 

 

 

 

（【重点】農業用ため池の防災対策の推進） 

  

 

本町には農業用ため池が２５池存在し、そのうち老朽化が進行している池もあることから、今後、

これらの改修等に計画的に取り組む必要がある。特に、生命や財産に影響を与えるおそれがあるた

め池については防災重点ため池として指定され、本町では現在１２池が指定されている。このうち

１１池については浸水想定区域図が既に作成されており、安全性向上に向けた基礎情報が整備され

ている。今後も点検・調査を実施しつつ、防災面を考慮した計画的な整備を進める必要がある。 

 

  

１－４） 広域の河川氾濫等に起因する浸水による多数の死傷者の発生 

農業用ため池の耐震対策の推進 

治山施設の機能強化等による. 荒廃山地の復旧・予防対策の実施 
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（【重点】町民への情報伝達の強化と伝達手段の多様化） 

  

 

災害時における避難指示等の緊急情報を、迅速かつ確実に伝達する必要がある。そのため、町と

して、防災行政無線、戸別受信機による放送や、緊急速報メール、とみかメール、ＳＮＳ（ＬＩＮ

Ｅ）、ホームページ等を活用している。県でも、各種防災情報や避難情報を一元的にわかりやすく

提供する「岐阜県総合防災ポータル」、気象情報・河川水位の貯水位等の情報を提供する「岐阜県

川の防災情報」、道路の通行規制情報・気象予警報・水位到達情報等をメール配信する「ぎふ川と

道のアラームメール」を運用しており、町民主体での避難行動を促進するため、併せて、更なる周

知を進める必要がある。 

 

（防災情報通信システム及び行政情報通信基盤の耐災害性強化） 

 

 

災害時の行政機関相互の通信回線を確保する必要がある。防災行政無線デジタル屋外拡声子局を、

平成２３年度から２７年度までに２４基整備しており、災害時に確実に機能するよう維持管理を進

める必要がある。移動系無線については、令和３年度に旧式の移動式無線をＭＣＡ無線機に代替し、

各避難所や消防団に配備・運用している。また、令和７年度には、旧方式と新方式の運用を開始す

るために、防災行政無線の操作卓と屋外拡声子局１基の更新を実施した。町内約１，８００世帯へ

戸別受信機を配備しており、これらについて適切な維持管理を行うとともに、操作方法を把握して

おく必要がある。 

 

（【重点】防災教育の推進） 

 

 

町民総ぐるみで自助と共助の底上げを図る必要がある。中でも園児や児童・生徒に対しては、「自

らの命は自らが守る」という自助の意識を醸成するため、こども園や小中学校において毎年、避難

訓練と併せ地域の災害リスクや災害時にとるべき避難行動の理解促進等を図る防災教育を実施す

る必要がある。現在実施している施策を継続しながら、複雑多様化する災害等に関する教育を、限

られた時間の中でどのように行うか検討する必要がある。例えば、小学校では年４回程度の避難訓

練（うち１回は防災士からの指導）を実施し、総合学習で防災に関する授業を組み込む必要がある。

また、毎月１１日に朝の会で、命の尊さや災害への備えについて考える「絆の日」を設けて継続的

な意識向上を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

１－５） 
避難行動に必要な情報が適切に町民に提供されないことや情報伝達の不備等による、

人的被害の発生 

町民等への情報伝達の強化 

防災情報通信を適正に維持管理する 

防災教育を中心とした実践的安全教育の推進 
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近年の気候変動による降雨の激甚化・頻発化傾向に伴い、大水害だけでなく、治水安全度が低い

県管理中小河川における水害の頻発化が懸念される。このため、水害の発生頻度を低下させ、生命

はもとより財産や暮らしを守り、社会経済活動を安心して営めるよう、ハード対策を迅速に進める

必要がある。あわせて、河川管理施設等のハード施設では防ぎきれない水害に対して、命を守るた

めの避難行動につながるソフト対策を推進し、町民に普及する必要がある。令和7年 4月には土砂

災害・洪水ハザードマップを更新し全戸へ配布し、毎年土砂災害警戒区域を対象とした防災訓練を

実施することで、町民の防災意識の高揚を図る必要がある。 

 

（【重点】町民主体での避難対策の強化） 

  

 

町民への災害リスクの周知を徹底するために、令和７年４月に土砂災害・洪水ハザードマップを

更新し、全戸に配布した。更新したことで中小河川の情報も把握することができるようになった。

こうした情報を活用し、ため池等も含めた複合ハザードマップの作成を検討していく必要がある。 

 

（【重点】要配慮者支援の推進） 

 

 

災害時に活用できるよう、富加町地域防災計画、及び富加町避難行動要支援者支援プラン（全体

計画）を基に、避難行動要支援者名簿の更新を行い、警察、消防、自治会等へ提供する必要がある。 

 

 

 

災害により、自宅に住めなくなった被災者が、避難所や避難所以外に避難した場合に被災者の仮

住まいとなる住宅の供給等を支援する必要がある。 

 

 

 

増加する日本語でのコミュニケーションが難しい外国人居住者や訪問者に対し、言語や文化の違

いから災害時に避難等に必要な情報を迅速に取得できず、適切な行動が困難であるため、町として

安心して暮らせるために必要な情報を提供する方法が必要である。 

  

総合的な水害・土砂災害対策の推進（ソフト対策） 

町民への災害リスクの周知 

避難行動要支援者名簿の活用 

被災者の仮住まい支援の推進 

災害時等における外国人の支援強化 
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（【重点】上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進） 

  

 

下水道施設は、平成１１年の供用開始から２７年以上が経過し、終末処理場（浄化センター）の

機械設備、マンホールポンプの更新が必要となってくる。また、終末処理場は、令和７年度に非線

形耐震診断を実施しており、今後は耐震補強工事を実施する。令和４年度にはストックマネジメン

ト計画を策定、令和５年度には富加町下水道経営戦略を改定し、当該計画に基づいて、将来に向け

てのコストの平準化、及び下水道施設の計画的な更新に取り組んでおり、機械器具設備の更新や液

状化によるマンホール蓋の浮上防止対策を講じる必要がある。 

 

 

 

上水道施設は町民生活にとって重要なライフラインの一つであり、災害時にもその機能を維持す

るため、水道施設の点検・修繕を行い、長寿命化を推進する必要がある。 

また、水道施設における耐震化の現状を把握し、特に、医療機関及び避難所等の重要給水施設へ

の管路の耐震化を計画的、かつ集中的に実施していく必要がある。 

 

 

 

  

２－１） 
被災地での食糧・飲料水等、電力、燃料等、生命にかかわる物資・エネルギー供給の

長期停止 

事前に備えるべき目標２：救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・ 

避難生活環境を確実に確保する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道の耐震・老朽化対策の推進 

水道施設の耐震化の推進 
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（【重点】道路啓開の迅速な実施） 

  

 

本町においては、人・物の移動・輸送手段を車に大きく依存しており、地域をつなぐ道路ネット

ワークの確保が非常に重要である。そのため、発災時に閉塞した道路について、啓開対応が確実か

つ迅速に実施できるよう、関係機関と協定を締結し、密接な連携を図る必要がある。また、協定を

結ぶ関係機関の訓練参加について検討する必要がある。 

 

（道路と附帯設備自体の強靱化） 

 

 

本町においては、人・物の移動・輸送手段を車に大きく依存しており、地域をつなぐ道路ネット

ワークの確保が非常に重要であるため、歩道整備や防護柵設置といった交通安全対策を含め、道路

ネットワークの着実な整備が必要である。防災拠点までを結ぶ緊急輸送道路、及び沿線内の橋りょ

うの点検・維持管理を適正に実施する必要がある。大規模地震後も生命に係わる物資の供給や救援

活動に支障が生じないよう、緊急車両が通行できる機能の確保を図るとともに、幹線道路等の整備

及び橋りょうの耐震化等災害に備えた対策を図る必要がある。 

 

 

 

災害時に橋りょう、トンネルを含む道路整備・狭あい道路は、消火活動や救急活動あるいは災害

時の避難の妨げになることから解消を進める必要がある。また、道路幅員の大きさが延焼防止に関

係するために、整備を検討する。 

  

２－２）

－） 

緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 

道路啓開のための協定の締結等 

 

道路ネットワークの確保 

橋りょう、トンネルを含む道路整備・狭あい道路解消 
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（【重点】災害医療体制の充実） 

  

 

加茂医師会と災害時の医療救護活動に関する協定を締結し、救助や医療活動の体制を整備してい

る。今後も協議を重ねて健康や避難生活環境の改善に努め、災害時医療救護計画（地震災害医療救

護計画）の随時見直しを行う方針である。 

 

 

 

令和７年現在で、日常的に電源を要する人工呼吸器等の医療機器を使用する重度障がい児者はい

ないが、被災者、避難者となった場合の災害医療体制が確立されていないため、今後検討する必要

がある。 

 

（災害時健康管理体制の整備） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、必要な研修等に参加する必要がある。また、

関係部署、関係機関・団体と連携した災害時の保健活動体制の構築に向け、県と連携を図る必要が

ある。 

被災者の生命、健康を守り、避難生活の長期化による二次健康被害を予防するため、「岐阜県災

害時保健活動マニュアル」を基に、必要に応じて県災害対策支部に応援を要請し、保健活動チーム

を編成する必要がある。 

 

（医療・介護人材の育成・確保） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、町内にある医療機関の人材配置状況を確認

する必要がある。また、人材確保の一助として、資格を有する者が町内の医療機関に勤務した場合

の助成等を検討する必要がある。 

 

 

 

発災時にも、被災者あるいは避難者の要介護者の健康を確保するために、介護人材の安定供給を

図る必要がある。町内にある介護施設の人材配置状況を確認するとともに、人材確保の一助として、

資格を有する者が町内の介護事業所に勤務した場合に助成を行う取り組みを進める必要がある。 

 

  

２－３） 医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災 

災害医療関係機関の体制及び連携の強化 

重度障がい児者に対する災害時等支援ネットワークの構築 

災害時の保健活動体制整備の推進 

介護人材確保の推進 

医療人材確保の推進 
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（【重点】避難所の防災機能・生活環境の向上） 

  

 

避難者が安心して避難生活を送れるよう、県の「避難所運営ガイドライン」を踏まえ「富加町避

難所運営マニュアル」を策定し、令和６年１月に「避難所運営マニュアル」「避難所運営マニュアル

～感染症対策編～」を改訂した。避難所機能環境を整備していくにあたり、必要な資機材や設備等

を計画的に整備し、乳幼児がいる女性や障がい者、高齢者等への配慮を含めた環境整備を進める必

要がある。 

 

（被災住宅への支援） 

 

 

被災者が速やかに、生活や住宅を再建できるよう、被害の状況に応じ、国、県、町から支援を受

けられる体制を整備する必要がある。また、「被害認定調査」と「り災証明書発行業務」が迅速に行

われるよう、県の支援を含めた体制を整備する必要がある。 

 

 

 

大規模災害時において、応急修理を行うことで引き続き元の住宅で生活ができる被災者に対し、

県からの情報提供を受け、町が応急修理を業者に委託して修理費の直接払いを行い、被災者の負担

軽減を行う必要がある。 

 

（応急住宅の円滑かつ迅速な供給） 

 

 

大規模災害が発生した場合には、人的・物的支援の受入れ場所や災害廃棄物置場及び資材置場等

の用地確保が優先となるため、応急住宅用地の確保が課題となる。応急住宅に先駆けて、被災一時

提供住宅として公営住宅の利用ができるよう、県等と連携しながら、公営住宅について情報提供を

行う。また、災害時には空室となっている町営住宅を一時的な被災者への応急住宅として利用する

ことを検討していく必要がある。 

 

（【重点】避難所環境の充実） 

 

 

避難所の運営を確立するため、避難所運営マニュアルを策定しているが、暑さ・寒さ対策やプラ

イバシー配慮対策をはじめ、乳幼児のいる世帯や女性、障がい者、高齢者等の多様な利用者に配慮

した環境整備を確保する必要がある。 

また、避難所において感染症の発生・まん延を防ぐための衛生・防疫体制の整備が図られるよう

留意する必要がある。特に新型コロナ、インフルエンザ、ノロ等のウイルス性感染症のまん延防止

２－４） 
劣悪な生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の 

悪化・死者の発生 

良好な避難所環境の確保 

被災住宅への支援（速やかな被災者の生活再建支援） 

被災住宅への応急修理支援 

応急住宅の供給の推進 

 

避難所運営マニュアルの策定、防犯体制確保、感染症の発生・まん延を防ぐ衛生・防疫体制整備 
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には、細心の注意と留意が必要であり、パーティションやマスク消毒液等の物資を平常時から避難

所に備蓄する必要がある。 

 

（【重点】福祉避難所の運営体制確保） 

 

 

一般の避難所では生活することが困難な寝たきりの高齢者や、障がいのある方等が避難する福祉

避難所について、確保するために施設の指定を検討する必要がある。福祉避難所開設・運営訓練の

実施等を通じて、福祉避難所の充実強化に向けた取り組みを推進する必要がある。 

 

 

 

  

福祉避難所の充実強化 
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（広域連携の推進） 

  

 

大規模な災害が発生した際に、膨大な災害業務対応を単独でできることは困難であるため、平時

より応援の受け入れを前提とした人的・物的支援の受け入れ体制を整える必要があり、令和５年１

２月には物資支援について受援計画を策定し、富加町災害初動マニュアルに基づき庁内受援担当や

受け入れ場所の整備等を行う必要がある。 

 

 

 

本町内においても様々な地理条件があるため、大規模な災害が発生した際に、本町内だけで安全

な避難が必ずしも完了するとは限らない。災害時に町内避難所で対応できない場合や、道路が寸断

されて集落が孤立することなどのリスクを回避するため、近隣市町村と広域避難に関する協定を締

結しており、引き続き、市町村域を越える避難の必要性や体制の確保等について検討を進める必要

がある。 

 

（業務継続体制の整備） 

 

 

大規模な災害が発生した際も、災害対応業務と最低限の通常業務を遂行するために、富加町業務

継続計画（ＢＣＰ）を策定し、非常時優先業務や職員参集想定等を定めているが、計画が形骸化し

ないよう職員への周知を図るとともに継続的な見直しを行う必要がある。また、災害時における業

務の早期立ち上げや通常業務の早期復旧のため、戸籍等重要な行政データの流出・喪失防止や情報

通信機器の保護を実施するとともに、庁舎の非常用電源等の確保や管理に努め、職員用非常食や飲

料水等の計画的な備蓄を推進する必要がある。 

 

 

 

  

３－１） 職員･施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

事前に備えるべき目標３：必要不可欠な行政機能は確保する 

災害時の広域応援・受援体制の強化 

市町村域を越える広域避難の検討 

業務継続体制の整備 
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（鉄道の存続支援） 

  

 

 

本町が沿線自治体とともに出資している長良川鉄道では、鉄道の安定運行のために橋りょうやト

ンネル等重要なインフラの老朽化対策は不可欠であるが、未整備箇所が多く、老朽化が進行してい

る状況にあるため、重要インフラの整備を重点的に支援し、予防的な老朽化対策を早急に進める必

要がある。また、利用者減少による収益悪化など厳しい経営状況を改善し、存続の危機を回避する

ために、利用者を増やす事業展開を検討し、鉄道の安全運行と経営基盤の安定化を図る必要がある。 

 

（下水道における業務継続体制の整備） 

 

 

下水道施設の機能を維持、又は応急復旧するための業務継続体制の検証を行い、非常時優先業務

と人員計画等の不断の見直しを推進する必要がある。災害時における下水道機能の継続・早期回復

の向上を促進するため、下水道の業務継続計画の定期的な見直しをする必要がある。 

 

（合併浄化槽への転換促進） 

 

 

下水道区域外では、国等の合併処理浄化槽設置補助金等により、合併処理浄化槽の設置を促すと

ともに、既設の合併処理浄化槽については設置者への適切な維持管理の指導を行う必要がある。 

下水道区域内の一部の単独浄化槽やくみ取り便槽の使用者（下水道未接続者）については、合併

処理浄化槽への転換促進、もしくは下水道への接続を促し、汚水等の適正処理を図っていく必要が

ある。 

 

  

４－１） 幹線が分断する等、基幹的交通ネットワークの長期間にわたる機能停止 

長良川鉄道等の安全運行対策にかかわる経費を助成、関係自治体や鉄道事業者等と協力し、鉄道

の利便性向上や活性化を推進 

下水道業務継続計画の見直し 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進 

事前に備えるべき目標４：生活・経済活動を機能不全に陥らせない 
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（非常用物資の備蓄促進） 

  

 

災害用備蓄品には、長期保存が可能なものから比較的短期間で更新を要するものまで多岐にわた

り、整備計画に基づいて定期的かつ効率的な更新に努める必要がある。町内には地域８ヶ所に備蓄

倉庫が整備されているが、想定以上の避難者が発生する可能性も考慮し、非常食の備蓄を計画的に

進めていかなければならない。特に家庭用ではローリングストックといった手法を活用し、最低３

日分以上の備蓄が推奨されていることから、広報誌や防災訓練を通じて各家庭での備蓄品の啓発に

努めている。また、大規模災害が発生した場合、町の備蓄だけでは対応が困難となることが想定さ

れる上、災害によって道路が寸断し集落が孤立する可能性もあるため、家庭や地域での備蓄の整備

を推進し、リスクの軽減を図る必要がある。そのためには、備蓄品の適正管理を行いつつ、備蓄倉

庫や収納スペースの整備を検討するほか、備蓄箇所や備蓄数などを必要に応じて見直し、適切な設

備を整備しながら維持管理を進めていくことが重要である。また、必要に応じて民間企業などと協

定を締結し、食料や資機材の確保体制を構築していくことで、災害時の備えをより強化していく必

要がある。 

 

  

４－２） 食糧や物資の供給の途絶 

非常用物資の備蓄促進 
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（【重点】総合的な大規模停電対策の推進） 

  

 

台風や降雪等を原因とした倒木による長時間にわたるライフラインの停止や、道路の通行止めを

未然に防ぐ必要がある。そのため、土地所有者への注意喚起や除去依頼を行うとともに、関係機関

等と連携し道路沿いの樹木伐採を進める必要がある。 

 

 

 

生活環境等を保全するため、人家裏等で倒木の危険性の高い樹木や不用木等の伐採を促進する。 

 

 

 

台風や降雪等による緊急輸送道路や孤立のおそれがある集落へ通じる道路の通行止めを未然に

防ぐため、町管理道路沿いの民有地樹木を伐採する必要がある。 

 

 

 

同報無線は平成２３年から２７年にかけ防災行政無線デジタル化整備工事を行い、令和７年に親

局設備と屋外拡声子局（１局）の更新を行った。計画的に残りの屋外拡声子局を更新していき、大

規模停電時でも迅速な対応が叶うような運用が必要である。 

 

 

  

５－１） ライフライン（電気、ガス、上下水道等）の長期間にわたる機能停止 

倒木によるライフライン被害軽減対策の推進 

危険木除去による生活環境保全対策の推進 

町管理道沿いの樹木伐採による通行安全対策の推進 

事前に備えるべき目標５：ライフライン、燃料、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとと

もに、早期に復旧させる 

町民への情報発信の充実 
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（道路、運輸・交通事業者の災害対応力強化） 

  

 

災害時等において、鉄道や路線バス等公共交通機関の緊急の運休や道路の通行止め等を確認でき

ない可能性があり、住民が迅速に正確な状況を把握できないことで、安全確保や避難の遅れにつな

がる恐れがあるため、正確で最新な情報を伝達する体制を整える必要がある。 

 

 

 

大規模災害により、道路等が被災して損傷した際に、情報を素早く把握することに併せ、迅速に

災害復旧若しくは応急を行うため、関係団体による被害状況の調査や応急復旧への協力について協

定を締結し、協定先の拡大に努めるほか、平時から相手方と連絡を密にし、連携の強化に努める必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

（水資源関連施設の整備推進等） 

  

 

長期にわたる断水や異常渇水は、町民の暮らしや生産活動に甚大な影響を及ぼすことから、異常

時には、迅速な対応と早期復旧に努めていくことが必要である。 

本町の水道は、県浄水場からの受水により供給されており、渇水時だけでなく災害時や断水が予

想される場合には、県及び町の対策マニュアルに基づき対応し、情報収集・伝達や円滑な復旧体制

をとり、緊急給水活動を行う必要がある。 

 

  

５－２） 地域交通ネットワークの分断 

町ホームページで交通・鉄道事業者の運行状況確認の実現 

道路等の復旧にかかわる協定締結 

５－３） 異常渇水等による用水の供給の長期間にわたる途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

渇水時の情報共有の緊密な実施、対応策の時系列行動計画（渇水対応タイムライン）の作成 
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（【重点】農地・農業水利施設等の適切な保全管理） 

  

 

災害時も継続的な営農活動ができるよう、地域住民の共同活動による水路の草刈りや泥上げ、水

路の補修等の農地・農業水利施設等の適切な保全管理を支援する必要がある。 

 

 

 

災害時には防護柵等の破損により、鳥獣による農作物の被害が増加するおそれがある。災害時に

も営農活動が継続できるよう、鳥獣被害対策に取り組む必要がある。 

 

 

 

木材価格の低迷や生活様式の変化により、適切な管理がされない森林が増加し、森林が有する水

源かん養機能、水質浄化機能及び土砂流出防止機能等の公益的機能が低下しており災害につながる

恐れがあることから、計画的な森林整備を推進する必要がある。 

 

 

 

農業用用排水路は、台風等の暴風雨の際にも排水設備として機能を発揮する。施設の老朽化が進

んでおり、計画的な改修等を推進する。近年の集中豪雨により住宅や農地への浸水被害があること

から、検証と対応が必要である。 

 

（【重点】農道の整備） 

 

 

農道は町で維持管理を実施している。農道の舗装等は「県単農道整備事業」を活用して実施して

いる。農道橋についても同様であるが、未点検の農道橋については令和２年度において、県が農道

橋点検を実施している。 

 

（農業集落排水施設の機能保全） 

 

 

町内４か所の農業集落排水処理施設は、供用開始から３４年以上が経過し、処理場施設やマンホ

ールポンプ等の更新が必要となっている。今後は、施設の適切な維持管理を行うとともに、農業集

落排水施設を公共下水道に接続するなどの広域化・共同化を検討していく。 

 

 

  

事前に備えるべき目標６：制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

６－１） 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

農地等の地域資源を守る共同活動等の推進 

鳥獣害の防護と捕獲の一体的推進 

農業用用排水路の機能保全対策の推進 

基幹的農道の整備と農道橋の耐震対策の推進 

農業集落排水施設の機能保全対策の推進 

森林の適切な整備 
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（【重点】災害廃棄物対策の推進） 

  

 

本町では災害廃棄物処理計画を策定し、災害に備えているが、大規模な災害発生時には災害廃棄

物の処理の遅れにより、復旧・復興の遅れに影響を与えるおそれがあり、対策が必要である。 

 

（有害物質対策の検討） 

 

 

 

大規模災害時には、地震、暴風雨、またそれらに伴う建物の倒壊等から、企業が保管等している

有害物質が外部や地中、水中へ放出、漏出する実態が発生する可能性があり、人体や環境への悪影

響から回避する必要がある。 

 

 

 

  

７－１） 災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ 

事前に備えるべき目標７：地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整 

備する 

災害廃棄物処理体制の強化 

有害物質の飛散・流出対策について大規模災害発生時に迅速な対応をするための課題を整理・検

討 
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（【重点】災害対策用資機材の確保・充実） 

  

 

防災資機材の供給の強化を図るため、自治体や社会福祉協議会、民間企業等との災害応援協定を

拡充していく必要がある。 

 

（コミュニティ活動の担い手養成） 

 

 

発災直後は防災関係機関の活動が遅延し、又は阻害される恐れがある。そのため、地域の人たち

によるコミュニティ連携意識に基づく自主的な防災活動が実施されるように、自主防災意識の育成

をするとともに活動の活性化を図る必要がある。現在、２７地域で自主防災組織があり、地域特性

に応じ各組織が必要な資機材を配備できるよう「富加町自主防災組織防災事業補助金」の活用を推

進している。また、「富加町防災士育成補助金」を令和６年度から策定し、防災士の育成を進める必

要がある。 

 

（【重点】災害ボランティアの受入・連携体制の構築、支援職員の養成） 

 

 

社会福祉協議会が行う災害ボランティアセンターの立ち上げについて、迅速かつ的確に行うため

に、支援をする必要がある。 

 

  

 

社会福祉協議会が行う災害ボランティア活動の受入体制の整備を支援する必要がある。 

 

  

 

大規模災害時に、災害ボランティアの能力を最大限に発揮するために、ボランティアとの連携強

化を図る必要がある。 

 

 

  

 

被災宅地危険度判定士とは、地震等の災害発生後に、市町村又は県の要請により、擁壁や切土・

盛土法面等を有する宅地を調査し危険度を判定する技術者のことで、町職員における有資格者は少

数である。大災害に備え、町で応急危険度判定士の確保を行う必要がある。また、「被災建築物応急

危険度判定士」「判定コーディネーター」についても十分に確保する必要がある。 

 

 

７－２） 人材等の不足による復旧･復興の大幅な遅れ 

資機材確保、点検 

地域の絆づくりの推進 

災害ボランティアセンター立ち上げ支援 

災害ボランティア活動における受入体制整備 

災害ボランティアとの連携強化 

応急危険度判定士の確保 
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（【重点】社会資本の適切な維持管理） 

  

 

 

道路施設、河川構造物、水路施設、砂防施設等の計画的な点検、補修、耐震化工事、老朽化対策

工事等を実施し、社会資本を適切な状況に維持管理する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

（文化財の保護対策の推進） 

  

 

定期的な文化財の所在確認及び保存状況について指導を実施し、文化財所有者との連携を図って

いるが、世代交代により、文化財への意識の希薄化が懸念される。特に無形民俗文化財については

後継者育成に課題がある。また、埋蔵文化財については増加する開発対応とともに保護すべき遺跡

の選定と保存活用計画等の策定が必要である。令和元年度の文化財保護法改正でも重点として示さ

れているとおり、地域総掛かりで文化財を保存継承するためには地域住民の理解・協力を得る必要

がある。地域住民を交えての文化財保存活用地域計画の策定と、それに基づいた活用事業の推進が

必要である。 

 

（環境保全の推進） 

 

 

 

自然環境の持つ多面的機能の持続的発揮のため、災害に強い森林づくりや自然公園等の保全を推

進する必要がある。 

 

 

 

 

 

（地籍調査の促進） 

  

 

大規模災害発生の後、迅速、円滑な復興・復旧を図るためには、土地境界を明確にしておくこと

が重要であることから、地籍調査の実施が必要である。  

７－３） 幹線道路の損壊等による復旧･復興の大幅な遅れ 

道路施設、河川構造物、水路施設、砂防施設等の計画的な点検、補修、耐震化工事、老朽化対策

工事等の実施 

７－４） 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文

化の衰退・喪失 

文化財保護対策の推進 

自然環境の持つ多面的機能の持続的発揮のため、災害に強い森林づくりや自然公園等の保全を推

進 

７－５） 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる

事態 

地籍調査の推進 
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（別紙２）施策分野ごとの脆弱性の評価 

個別施策分野 

 

 

（【重点】道路啓開の迅速な実施） 

  

 

本町においては、人・物の移動・輸送手段を車に大きく依存しており、地域をつなぐ道路ネット

ワークの確保が非常に重要である。そのため、発災時に閉塞した道路について、対応が確実かつ迅

速に実施できるよう、関係機関と協定を締結し、密接な連携を図る必要がある。また、協定を結ぶ

関係機関の訓練参加について検討する必要がある。 

 

（道路と附帯設備自体の強靱化） 

 

 

本町においては、人・物の移動・輸送手段を車に大きく依存しており、地域をつなぐ道路ネット

ワークの確保が非常に重要であるため、歩道整備や防護柵設置といった交通安全対策を含め、道路

ネットワークの着実な整備が必要である。防災拠点を結ぶ緊急輸送道路の整備を進めるとともに、

緊急輸送路につながる幹線道路等の整備及び橋りょうの点検を行う必要がある。大規模地震後も生

命に係わる物資の供給や救援活動に支障が生じないよう、緊急車両が通行できる機能の確保を図る

とともに、幹線道路等の整備及び橋りょうの耐震化等災害に備えた対策を図る必要がある。定期的

に点検を行い、計画的に必要な補修、補強を実施する必要がある。 

 

 

 

災害時に橋りょう、トンネルを含む道路整備・狭あい道路は、消火活動や救急活動あるいは災害

時の避難の妨げになることから解消を進める必要がある。また、道路幅員の大きさが延焼防止に関

係があるために、整備を進める。 

 

（鉄道の存続支援） 

  

 

 

本町が沿線自治体とともに出資している長良川鉄道では、鉄道の安定運行のために橋りょうやト

ンネル等重要なインフラの老朽化対策は不可欠であるが、未整備箇所が多く、老朽化が進行してい

る状況にあるため、重要インフラの整備を重点的に支援し、予防的な老朽化対策を早急に進める必

要がある。また、利用者減少による収益悪化など厳しい経営状況を改善し、存続の危機を回避する

ために、利用者を増やす事業展開を検討し、鉄道の安全運行と経営基盤の安定化を図る必要がある。 

 

  

（１）交通・物流 

道路啓開のための協定の締結等 

 

道路ネットワークの確保 

橋りょう、トンネルを含む道路整備・狭あい道路解消 

長良川鉄道等の安全運行対策にかかわる経費を助成、関係自治体や鉄道事業者等と協力し、鉄道

の利便性向上や活性化を推進 
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（道路、運輸・交通事業者の災害対応力強化） 

 

  

災害時には、交通機関や道路の障害に関する情報提供が速やかに行われないことで、住民が正確

な状況を迅速に把握できず、安全確保や避難の遅れにつながる恐れがある。これを防ぐため、交通

事業者との迅速な情報連携体制を構築し、町ホームページやメール配信サービスなどを通じてリア

ルタイムで情報を提供することで、住民の利便性と安全性の向上を図る。 

 

 

 

大規模災害により、道路等が被災して損傷した際に、情報を素早く把握することに併せ、迅速に

災害復旧若しくは応急を行うため、関係団体による被害状況の調査や応急復旧への協力について協

定を締結し、協定先の拡大に努めるほか、平時から相手方と連絡を密にし、連携の強化に努める必

要がある。 

 

 

 

 

  

町ホームページで交通・鉄道事業者の運行状況確認の実現 

道路等の復旧にかかわる協定締結 
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（【重点】総合的な水害・土砂災害対策の推進） 

  

 

近年の気候変動による降雨の激甚化・頻発化傾向に伴い、大水害だけでなく、平成３０年７月豪

雨のように治水安全度が低い中小河川における水害の頻発化が懸念される。このような状況下で、

水害の発生頻度を低下させ、生命はもとより財産や暮らしを守り、社会経済活動を安心して営める

ようにするため、ハード対策を迅速に進める必要がある。加えて、河川管理施設等のハード施設で

は防ぎきれない水害に対して、命を守るための避難行動につながるソフト対策を推進する必要があ

る。 

令和７年４月には「土砂災害・洪水ハザードマップ」を更新し、全戸配布した。更新したことで

中小河川の情報も把握することができるようになった。町民総ぐるみで自助と共助の底上げを図る

ため、過去の災害を知り、ハザードマップを確認する、地域の防災訓練に参加する等の具体的な目

標を盛り込んだ新たな行動計画を定める必要がある。 

 

 

 

高齢者、障がい者等の要配慮者は、災害時の避難行動に時間を要し、避難行動の遅れにより被災

する危険性が高くなるため、平成２９年の水防法及び土砂災害防止法の改正により、対象施設が要

配慮者利用施設に義務付けられた場合に、避難確保計画の作成、及び避難訓練の実施を促進する必

要がある。 

また、災害時要援護者名簿登録制度の更なる普及を図り、避難行動支援が必要な町民に対して名

簿への登録を促進するとともに、登録者の個別計画の策定を進める必要がある。 

 

 

 

道路法面の落石・崩壊は、直接的な受傷の原因になるだけでなく、避難路や非常物資物流ルート、

緊急自動車通行路の封鎖、家屋の倒壊、河川を堰き止めることによる自然堤防の発生等広範な二次

災害の原因となり得るため、その被害の発生を防ぐための法面対策工事の必要性について、過去の

被害実績などを踏まえた上で慎重に検討し、計画的かつ優先的に進める必要がある。また、ハード

面での対策が必要と判断された箇所についてはすでに工事が実施されており、近年頻発する集中豪

雨や台風による土砂災害の発生が見られない例も存在することから、こうした取り組みが一定の成

果を上げていることを引き続き検証する必要がある。 

 

（【重点】治山・林道施設の整備） 

 

 

森林・里山の保全を図るとともに、治山施設が土砂災害等に対しその効果を確実に発揮できるよ

う、維持管理を適宜実施し、災害に対する安全性の向上を図る必要がある。また、森林の多面的機

能を持続的に発揮させるためには、間伐等の森林整備を計画的に推進し、適切な経営管理が行われ

ていない森林についても整備を進める必要がある。さらに、道路ネットワークの補完や災害に強い

（２）国土保全 

町民への災害リスクの周知 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 

急傾斜地及び道路法面の崩壊対策 

治山施設の機能強化等による. 荒廃山地の復旧・予防対策の実施 
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森林づくりを実現するため、県と連携しつつ計画的に林道整備を進める必要がある。なお、ハード

面での対策が必要と判断された場所についてはすでに工事が実施されており、近年の雨による土砂

災害が発生していないことから、こうした取り組みが一定の成果を上げていると考えられるため、

引き続き取り組みを進める必要がある。 
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（【重点】農業用ため池の防災対策の推進） 

  

 

本町には農業用ため池が２５池存在し、そのうち老朽化が進行している池もあることから、今後、

これらの改修等に計画的に取り組む必要がある。特に、生命や財産に影響を与えるおそれがあるた

め池については防災重点ため池として指定され、本町では現在１２池が指定されている。このうち

１１池については浸水想定区域図が既に作成されており、安全性向上に向けた基礎情報が整備され

ている。今後も点検・調査を実施しつつ、防災面を考慮した計画的な整備を進める必要がある。 

 

（【重点】農地・農業水利施設等の適切な保全管理） 

  

 

災害時も継続的な営農活動ができるよう、地域住民の共同活動による水路の草刈りや泥上げ、水

路の補修等の農地・農業水利施設等の適切な保全管理を支援する必要がある。 

 

 

 

災害時には防護柵等の破損により、鳥獣による農作物の被害が増加するおそれがある。災害時に

も営農活動が継続できるよう、鳥獣被害対策に取り組む必要がある。 

 

 

 

木材価格の低迷や生活様式の変化により、適切な管理がされない森林が増加し、森林が有する水

源かん養機能、水質浄化機能及び土砂流出防止機能等の公益的機能が低下しており災害につながる

恐れがあることから、計画的な森林整備を推進する必要がある。 

 

 

 

農業用用排水路は、台風等の暴風雨の際にも排水設備として機能を発揮する。施設の老朽化が進

んでおり、計画的な改修等を推進する。近年の集中豪雨により住宅や農地への浸水被害があること

から、検証と対応策が必要である。 

 

（【重点】農道の整備） 

 

 

農道は町で維持管理を実施している。農道の舗装等は「県単農道整備事業」を活用して実施して

いる。農道橋についても同様であるが、未点検の農道橋については令和２年度において、県が農道

橋点検を実施している。 

 

 

（３）農林 

農業用ため池の耐震対策の推進 

農地等の地域資源を守る共同活動等の推進 

鳥獣害の防護と捕獲の一体的推進 

農業用用排水路の機能保全対策の推進 

基幹的農道の整備と農道橋の耐震対策の推進 

森林の適切な整備 
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（【重点】住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進） 

  

 

地震による死傷者の発生を防ぐためには、住宅･建築物の被害を軽減することが重要である。木造

住宅の耐震化を推進するため、耐震診断、耐震改修工事等に対する支援を行うとともに、様々な分

野から普及・啓発を実施する必要がある。また、義務化対象建築物の耐震診断の実施や耐震性が不

不十分な建築物の耐震化の促進を図る必要がある。 

 

 

 

多数の者に危害の及ぶおそれのある建築物や災害時に重要な拠点施設となる建築物等の耐震性

の向上、安全性の確保を図るため、耐震診断、補強設計や耐震改修（天井改修を含む）を実施する

必要がある。 

  

 

 

ブロック塀は、地震や暴風等の際に倒壊する可能性があり、幼児・児童や老人等が巻き込まれれ

ば、大けがや命に係わる可能性もあるため、富加町ブロック塀等撤去補助金の周知を図り、早急に

撤去して危険箇所を減少させる必要がある。 

 

  

 

大規模災害の発生に備え、電柱等道路近接構造物の倒壊から緊急輸送道路や避難路を確保するた

め、幹線道路等必要性及び整備効果が高い箇所において必要性等を勘案し、計画的に無電柱化の整

備を検討する必要がある。 

 

  

 

町民の宅地被害に対する関心を高め、早期の変状把握や早期対応等による被害の防止・軽減につ

なげるためには、県による大規模盛土造成地の位置等の調査情報を引き続き活用する必要がある。

令和７年現在、町内には５か所の大規模盛土造成地（県調査）があり、震災時に想定される影響を

調査（分類調査）した結果、経過観察（概略）及び当面対応不要ということが判明しているが、引

き続き安全性確認のための情報提供と住民への周知を徹底する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

（４）都市・住宅／土地利用 

木造住宅の耐震化等の推進 

 

多数の者が利用する建築物等の耐震化等の推進 

危険なブロック塀等対策の推進 

大規模盛土造成地対策 

 

無電柱化対策 
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（【重点】空き家対策の推進） 

 

 

大規模災害発生時に空き家等の倒壊が道路を塞ぐことや火災の発生・延焼を防止するため、空き

家等の利活用や除却を含む、総合的な空き家等対策を推進する必要がある。また、令和７年度に第

２期富加町空家等対策計画を策定し、各種施策を計画的に取り組む必要がある。さらに、空き家バ

ンクや補助金制度の活用を通じて、空き家対策を継続して進めていく必要がある。 

 

（立地適正化計画の策定促進） 

  

 

当町は、令和２年時点で、立地適正化計画が策定されていない。将来の更なる人口減少や少子高

齢化を鑑み、災害リスクの低い地域への居住や都市機能の誘導を図り、「コンパクト＋ネットワー

ク」によるまちづくりを進めるため、立地適正化計画策定の検討を進める必要がある。 

※立地適正化計画とは、災害リスクを理解しながら、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等

の様々な都市機能の誘導により、都市全域を見渡したマスタープランとして 位置づけられる自治

体マスタープランの高度化版のこと。 

 

（【重点】避難所の防災機能・生活環境の向上） 

  

 

避難者が安心して避難生活を送れるよう、県の「避難所運営ガイドライン」を踏まえ「富加町避

難所運営マニュアル」を策定し、令和６年１月に「避難所運営マニュアル」「避難所運営マニュアル

～感染症対策編～」を改訂した。避難所機能環境を整備していくにあたり、必要な資機材や設備等

を計画的に整備し、乳幼児がいる女性や障がい者、高齢者等への配慮を含めた環境整備を進める必

要がある。 

 

（被災住宅への支援） 

 

 

被災者が速やかに、生活や住宅を再建できるよう、被害の状況に応じ、国、県、町から支援を受

けられる体制を整備する必要がある。また、「被害認定調査」と「り災証明書発行業務」が迅速に行

われるよう、県の支援を含めた体制を整備する必要がある。 

 

 

 

 

大規模災害時において、応急修理を行うことで引き続き元の住宅で生活ができる被災者に対し、

県からの情報提供を受け、町が応急修理を業者に委託して修理費の直接払いを行い、被災者の負担

軽減を行う必要がある。 

 

 

空き家等対策の推進 

 

立地適正化計画の定期的な更新・推進 

 

良好な避難所環境の確保 

被災住宅への支援（速やかな被災者の生活再建支援） 

被災住宅への応急修理支援 
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（応急住宅の円滑かつ迅速な供給） 

 

 

大規模災害が発生した場合には、人的・物的支援の受入れ場所や災害廃棄物置場及び資材置場等

の用地確保が優先となるため、応急住宅用地の確保が課題となる。応急住宅に先駆けて、被災一時

提供住宅として公営住宅の利用ができるよう、県等と連携しながら、公営住宅について情報提供を

行う。また、災害時には空室となっている町営住宅を一時的な被災者への応急住宅として利用する

ことを検討していく必要がある。 

 

（水資源関連施設の整備推進等） 

  

 

長期にわたる断水や異常渇水は、町民の暮らしや生産活動に甚大な影響を及ぼすことから、異常

時には、迅速な対応と早期復旧に努めていくことが必要である。 

本町の水道は、県浄水場からの受水により供給されており、渇水時だけでなく災害時や断水が予

想される場合には、県及び町の対策マニュアルに基づき対応し、情報収集・伝達や円滑な復旧体制

をとり、緊急給水活動を行う必要がある。 

 

（文化財の保護対策の推進） 

  

 

定期的な文化財の所在確認及び保存状況について指導を実施し、文化財所有者との連携を図って

いるが、世代交代により、文化財への意識の希薄化が懸念される。特に無形民俗文化財については

後継者育成に課題がある。また、埋蔵文化財については増加する開発対応とともに保護すべき遺跡

の選定と保存活用計画等の策定が必要である。令和元年度の文化財保護法改正でも重点として示さ

れているとおり、地域総掛かりで文化財を保存継承するためには地域住民の理解・協力を得る必要

がある。地域住民を交えての文化財保存活用地域計画の策定と、それに基づいた活用事業の推進が

必要である。 

 

（環境保全の推進） 

 

 

 

自然環境の持つ多面的機能の持続的発揮のため、災害に強い森林づくりや自然公園等の保全を推

進する必要がある。 

 

（地籍調査の促進） 

  

 

大規模災害発生の後、円滑な復興・復旧を図るためには、土地境界を明確にしておくことが重要

であることから、地籍調査の実施が必要である。 

 

応急住宅の供給の推進 

 

文化財保護対策の推進 

自然環境の持つ多面的機能の持続的発揮のため、災害に強い森林づくりや自然公園等の保全を推

進 

地籍調査の推進 

渇水時の情報共有の緊密な実施、対応策の時系列行動計画（渇水対応タイムライン）の作成 
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（【重点】災害医療体制の充実） 

  

 

加茂医師会と災害時の医療救護活動に関する協定を締結し、救助や医療活動の体制を整備してい

る。今後も協議を重ねて健康や避難生活環境の改善に努め、災害時医療救護計画（地震災害医療救

護計画）の随時見直しを行う方針である。 

 

 

 

令和７年現在で、日常的に電源を要する人工呼吸器等の医療機器を使用する重度障がい児者はい

ないが、被災者、避難者となった場合の災害医療体制が確立されていないため、今後検討する必要

がある。 

 

（災害時健康管理体制の整備） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、必要な研修等に参加する必要がある。また、

関係部署、関係機関・団体と連携した災害時の保健活動体制の構築に向け、県と連携を図る必要が

ある。 

被災者の生命、健康を守り、避難生活の長期化による二次健康被害を予防するため、「岐阜県災

害時保健活動マニュアル」を基に、必要に応じて県災害対策支部に応援を要請し、保健活動チーム

を編成する必要がある。 

 

（医療・介護人材の育成・確保） 

 

 

発災時にも、被災者あるいは避難者の要介護者の健康を確保するために、介護人材の安定供給を

図る必要がある。町内にある介護施設の人材配置状況を確認するとともに、人材確保の一助として、

資格を有する者が町内の介護事業所に勤務した場合に助成を行う取り組みを進める必要がある。 

 

 

 

発災時にも、被災者あるいは避難者の要介護者の健康を確保するために、介護人材の安定供給を

図る必要がある。町内にある介護施設の人材配置状況を確認するとともに、人材確保の一助として、

資格を有する者が町内の介護事業所に勤務した場合に助成を行う取り組みを進める必要がある。 

 

 

 

 

 

（５）保健医療・福祉 

災害医療関係機関の体制及び連携の強化 

重度障がい児者に対する災害時等支援ネットワークの構築 

災害時の保健活動体制整備の推進 

医療人材確保の推進 

介護人材確保の推進 



  

- 70 - 

 

（【重点】避難所環境の充実） 

 

 

避難所の運営を確立するため、避難所運営マニュアルを策定しているが、暑さ・寒さ対策やプラ

イバシー配慮対策をはじめ、乳幼児のいる世帯や女性、障がい者、高齢者等の多様な利用者に配慮

した環境整備を確保する必要がある。 

また、避難所において感染症の発生・まん延を防ぐための衛生・防疫体制の整備が図られるよう

留意する必要がある。特に新型コロナ、インフルエンザ、ノロ等のウイルス性感染症のまん延防止

には、細心の注意と留意が必要であり、パーティションやマスク消毒液等の物資を平常時から避難

所に備蓄する必要がある。 

 

（【重点】福祉避難所の運営体制確保） 

 

 

一般の避難所では生活することが困難な寝たきりの高齢者や、障がいのある方等が避難する福祉

避難所について、確保に資するために施設の指定を検討する必要がある。福祉避難所開設・運営訓

練の実施等を通じて、福祉避難所の充実強化に向けた取り組みを推進する必要がある。 

  

避難所運営マニュアルの策定、防犯体制確保、感染症の発生・まん延を防ぐ衛生・防疫体制整備 

福祉避難所の充実強化 
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（【重点】上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進） 

  

 

下水道施設は、平成１１年の供用開始から２７年以上が経過し、終末処理場（浄化センター）の

機械設備、マンホールポンプの更新が必要となってくる。また、終末処理場は、令和７年度に非線

形耐震診断を実施しており、今後は耐震補強工事を実施する。令和４年度にはストックマネジメン

ト計画を策定、令和５年度には富加町下水道経営戦略を改定し、当該計画に基づいて、将来に向け

てのコストの平準化、及び下水道施設の計画的な更新に取り組んでおり、機械器具設備の更新や液

状化によるマンホール蓋の浮上防止対策を講じる必要がある。 

 

 

 

上水道施設は町民生活にとって重要なライフラインの一つであり、災害時にもその機能を維持す

るため、水道施設の点検・修繕を行い、長寿命化を推進する必要がある。 

また。水道施設における耐震化の現状を把握し、特に、医療機関及び避難所等の重要給水施設へ

の布設管路の耐震化を計画的、かつ集中的に実施していく必要がある。 

 

（下水道における業務継続体制の整備） 

 

 

下水道施設の機能を維持、又は応急復旧するための業務継続体制の検証を行い、非常時優先業務

と人員計画等の不断の見直しを推進する必要がある。災害時における下水道機能の継続・早期回復

の向上を促進するため、下水道の業務継続計画の定期的な見直しをする必要がある。 

 

（合併浄化槽への転換促進） 

 

 

下水道区域外では、国等の合併処理浄化槽設置補助金等により、合併処理浄化槽の設置を促すと

ともに、既設の合併処理浄化槽については設置者への適切な維持管理の指導を行う必要がある。 

下水道区域内の一部の単独浄化槽やくみ取り便槽の使用者（下水道未接続者）については、合併

処理浄化槽への転換促進、もしくは下水道への接続を促し、汚水等の適正処理を図っていく必要が

ある。 

 

（【重点】総合的な大規模停電対策の推進） 

  

 

台風や降雪等を原因とした倒木による長時間にわたるライフラインの停止や、道路の通行止めを

未然に防ぐ必要がある。そのため、土地所有者への注意喚起や除去依頼を行うとともに、関係機関

等と連携し道路沿いの樹木伐採を進める必要がある。 

 

（６）ライフライン・情報通信 

下水道の耐震・老朽化対策の推進 

水道施設の耐震化の推進 

 

下水道業務継続計画の見直し 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進 

倒木によるライフライン被害軽減対策の推進 
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生活環境等を保全するため、人家裏等で倒木の危険性の高い樹木や不用木等の伐採を促進する。 

 

 

 

台風や降雪等による緊急輸送道路や孤立のおそれがある集落へ通じる道路の通行止めを未然に

防ぐため、町管理道路沿いの民有地樹木を伐採する必要がある。 

 

 

 

同報無線は平成２３年から２７年にかけ防災行政無線デジタル化整備工事を行い、令和７年に親

局設備と屋外拡声子局（１局）の更新を行った。計画的に残りの屋外拡声子局を更新していき、大

規模停電時でも迅速な対応が叶うような運用が必要である。 

 

（農業集落排水施設の機能保全） 

 

 

町内４か所の農業集落排水処理施設は、供用開始から３４年以上が経過し、処理場施設やマンホ

ールポンプ等の更新が必要となっている。今後は、施設の適切な維持管理を行うとともに、農業集

落排水施設を公共下水道に接続するなどの広域化・共同化を検討していく。 

 

 

  

危険木除去による生活環境保全対策の推進 

町管理道沿いの樹木伐採による通行安全対策の推進 

町民への情報発信の充実 

農業集落排水施設の機能保全対策の推進 
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（【重点】町民への情報伝達の強化と伝達手段の多様化） 

  

 

災害時における避難指示等の緊急情報を、迅速かつ確実に伝達する必要がある。そのため、町と

して、防災行政無線、戸別受信機による放送や、緊急速報メール、とみかメール、ＳＮＳ（ＬＩＮ

Ｅ）、ホームページ等を活用している。県でも、各種防災情報や避難情報を一元的にわかりやすく

提供する「岐阜県総合防災ポータル」、気象情報・河川水位の貯水位等の情報を提供する「岐阜県

川の防災情報」、道路の通行規制情報・気象予警報・水位到達情報等をメール配信する「ぎふ川と

道のアラームメール」を運用しており、町民主体での避難行動を促進するため、併せて、更なる周

知を進める必要がある。 

 

（防災情報通信システム及び行政情報通信基盤の耐災害性強化） 

 

 

災害時の行政機関相互の通信回線を確保する必要がある。防災行政無線デジタル屋外拡声子局を、

平成２３年度から２７年度までに２４基整備しており、災害時に確実に機能するよう維持管理を進

める必要がある。移動系無線については、令和３年度に旧式の移動式無線をＭＣＡ無線機に代替し、

各避難所や消防団に配備・運用している。また、令和７年度には、旧方式と新方式の運用を開始す

るために、防災行政無線の操作卓と屋外拡声子局１基の更新を実施した。町内約１，８００世帯へ

戸別受信機を配備しており、これらについて適切な維持管理を行うとともに、操作方法を把握して

おく必要がある。 

 

（広域連携の推進） 

  

 

大規模な災害が発生した際に、膨大な災害業務対応を単独でできることは困難であるため、平時

より応援の受け入れを前提とした人的・物的支援の受け入れ体制を整える必要があり、令和５年１

２月には物資支援について受援計画を策定し、富加町災害初動マニュアルに基づき庁内受援担当や

受け入れ場所の整備等を行う必要がある。 

 

 

 

本町内においても様々な地理条件があるため、大規模な災害が発生した際に、本町内だけで安全

な避難が必ずしも完了するとは限らない。災害時に町内避難所で対応できない場合や、道路が寸断

されて集落が孤立することなどのリスクを回避するため、近隣市町村と広域避難に関する協定を締

結しており、引き続き、市町村域を越える避難の必要性や体制の確保等について検討を進める必要

がある。 

 

  

（７）行政機能 

町民等への情報伝達の強化 

防災情報通信を適正に維持管理する 

災害時の広域応援・受援体制の強化 

市町村域を越える広域避難の検討 
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（業務継続体制の整備） 

 

 

大規模な災害が発生した際も、災害対応業務と最低限の通常業務を遂行するために、富加町業務

継続計画（ＢＣＰ）を策定し、非常時優先業務や職員参集想定等を定めているが、計画が形骸化し

ないよう職員への周知を図るとともに継続的な見直しを行う必要がある。また、災害時における業

務の早期立ち上げや通常業務の早期復旧のため、戸籍等重要な行政データの流出・喪失防止や情報

通信機器の保護を実施するとともに、庁舎の非常用電源等の確保や管理に努め、職員用非常食や飲

料水等の計画的な備蓄を推進する必要がある。 

 

（非常用物資の備蓄促進） 

  

 

町における非常用物資の備蓄や、民間企業等と連携した備蓄体制の強化に取り組む必要がある。

適切な設備を整備する等維持管理を進める必要がある。必要に応じ民間企業等と協定を締結し必要

な食糧や資機材の確保体制を構築していく必要がある。災害用備蓄品は、長期保存が可能なものか

ら比較的短期間で更新を要するものまで様々であり、整備計画に基づいて定期的かつ効率的な更新

に努めていく必要がある。また、災害時にトイレが不足する事態に備え、組立式簡易トイレ等の備

蓄を行っている。必要に応じ、備蓄数の見直しや、備蓄倉庫等の追加整備を検討する必要がある。 

大規模災害が発生した場合、町の備蓄のみで対応することは困難と想定されることや、大規模災

害で道路が寸断し集落が孤立すること等のリスクを回避するため、家庭や地域等で備蓄の整備を推

進する必要がある。 

家庭等における備蓄について、町防災計画には「最低３日間、推奨１週間」分の食糧、飲料水、

携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、

乾電池等）の準備が必要と記載されている。中でも、最低３日分以上の備蓄が奨励されていること

から、町民に対し、自主的な備蓄の促進に向けた啓発に引き続き取り組む必要がある。 

 

（【重点】災害対策用資機材の確保・充実） 

  

 

防災資機材の供給の強化を図るため、自治体や社会福祉協議会、民間企業等との災害応援協定を

拡充していく必要がある。 

 

 

 

 

  

業務継続体制の整備 

非常用物資の備蓄促進 

資機材確保、点検 
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（【重点】災害廃棄物対策の推進） 

  

 

大規模災害時に、大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

は、回避する必要がある。 

 

（有害物質対策の検討） 

 

 

 

大規模災害時には、地震、暴風雨、またそれらに伴う建物の倒壊等から、企業が保管等している

有害物質が外部や地中、水中へ放出、漏出する実態が発生する可能性があり、人体や環境への悪影

響から回避する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（８）環境 

災害廃棄物処理体制の強化 

有害物質の飛散・流出対策について大規模災害発生時に迅速な対応をするための課題を整理・検

討 
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横断的分野 

 

 

（【重点】防災教育の推進） 

 

 

町民総ぐるみで自助と共助の底上げを図る必要がある。中でも園児や児童・生徒に対しては、「自

らの命は自らが守る」という自助の意識を醸成するため、こども園や小中学校において毎年、避難

訓練と併せ地域の災害リスクや災害時にとるべき避難行動の理解促進等を図る防災教育を実施す

る必要がある。現在実施している施策を継続しながら、複雑多様化する災害等に関する教育を、限

られた時間の中でどのように行うか検討する必要がある。例えば、小学校では年４回程度の避難訓

練（うち１回は防災士からの指導）を実施し、総合学習で防災に関する授業を組み込む必要がある。

また、毎月１１日に朝の会で、命の尊さや災害への備えについて考える「絆の日」を設けて継続的

な意識向上を図る必要がある。 

 

  

 

近年の気候変動による降雨の激甚化・頻発化傾向に伴い、大水害だけでなく、治水安全度が低い

県管理中小河川における水害の頻発化が懸念される。このため、水害の発生頻度を低下させ、生命

はもとより財産や暮らしを守り、社会経済活動を安心して営めるよう、ハード対策を迅速に進める

必要がある。あわせて、河川管理施設等のハード施設では防ぎきれない水害に対して、命を守るた

めの避難行動につながるソフト対策を推進し、町民に普及する必要がある。令和7年 4月には土砂

災害・洪水ハザードマップを更新し全戸へ配布し、毎年土砂災害警戒区域を対象とした防災訓練を

実施することで、町民の防災意識の高揚を図る必要がある。 

 

（【重点】町民主体での避難対策の強化） 

  

 

町民への災害リスクの周知を徹底するために、令和７年４月に土砂災害・洪水ハザードマップを

更新し、全戸に配布した。更新したことで中小河川の情報も把握することができるようになった。

こうした情報を活用し、ため池等も含めた複合ハザードマップの作成を検討していく必要がある。 

 

（【重点】要配慮者支援の推進） 

 

 

災害時に活用できるよう、富加町地域防災計画、及び富加町避難行動要支援者支援プラン（全体

計画）を基に、避難行動要支援者名簿の更新を行い、警察、消防、自治会等へ提供する必要がある。 

 

 

 

災害により、自宅に住めなくなった被災者が、避難所や避難所以外に避難した場合に被災者の仮

住まいとなる住宅の供給等を支援する必要がある。 

（９）リスクコミュニケーション／防災教育・人材育成 

防災教育を中心とした実践的安全教育の推進 

総合的な土砂災害対策の推進（ソフト対策） 

町民への災害リスクの周知 

避難行動要支援者名簿の活用 

被災者の仮住まい支援の推進 
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増加する日本語でのコミュニケーションが難しい外国人居住者や訪問者に対し、言語や文化の違

いから災害時に避難等に必要な情報を迅速に取得できず、適切な行動が困難であるため、町として

安心して暮らせるために必要な情報を提供する方法が必要である。 

 

（コミュニティ活動の担い手養成） 

 

 

発災直後は防災関係機関の活動が遅延し、又は阻害される恐れがある。そのため、地域の人たち

によるコミュニティ連携意識に基づく自主的な防災活動が実施されるように、自主防災意識の育成

をするとともに活動の活性化を図る必要がある。現在、２７地域で自主防災組織があり、地域特性

に応じ各組織が必要な資機材を配備できるよう「富加町自主防災組織防災事業補助金」の活用を推

進している。また、「富加町防災士育成補助金」を令和６年度から策定し、防災士の育成を進める必

要がある。 

 

  

災害時等における外国人の支援強化 

地域の絆づくりの推進 
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（【重点】災害ボランティアの受入・連携体制の構築、支援職員の養成） 

 

 

社会福祉協議会が行う災害ボランティアセンターの立ち上げについて、迅速かつ的確に行うため

に、支援をする必要がある。 

 

  

 

社会福祉協議会が行う災害ボランティア活動の受入体制の整備を支援する必要がある。 

 

  

 

大規模災害時に、災害ボランティアの能力を最大限に発揮するために、ボランティアとの連携強

化を図る必要がある。 

 

  

 

被災宅地危険度判定士とは、地震等の災害発生後に、市町村又は県の要請により、擁壁や切土・

盛土法面等を有する宅地を調査し危険度を判定する技術者のことで、町職員における有資格者は少

数である。大災害に備え、町で応急危険度判定士の確保を行う必要がある。また、「被災建築物応急

危険度判定士」「判定コーディネーター」についても十分に確保する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１０）官民連携 

災害ボランティアセンター立ち上げ支援 

災害ボランティア活動における受入体制整備 

災害ボランティアとの連携強化 

応急危険度判定士の確保 
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（公共施設等の維持管理） 

 

 

社会資本の老朽化が進む中、技術職員が不足しており、その確保、技術的支援等について県の支

援を求める必要がある。 

また、公共建築物等の老朽化対策については、維持補修等必要な取り組みを進めているが、今後、

更新時期を迎える建築物も見込まれることから、公営住宅については「富加町公営住宅長寿命化計

画」に基づき、計画的な維持管理・更新を行う必要がある。また小学校、中学校についても長寿命

化を図る必要がある。 

 

（【重点】社会資本の適切な維持管理） 

  

 

 

道路施設、河川構造物、水路施設、砂防施設等の計画的な点検、補修、耐震化工事、老朽化対策

工事等を実施し、社会資本を適切な状況に維持管理する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１１）メンテナンス・老朽化対策 

県と連携し維持管理担当技術職員の育成を図る 

 

道路施設、河川構造物、水路施設、砂防施設等の計画的な点検、補修、耐震化工事、老朽化対策

工事等の実施 
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（別紙３）起きてはならない最悪の事態ごとの推進方針 

 

 

 

 

 

（【重点】住宅・建築物の耐震化・防火対策の促進） 

  

 

町内にある木造建築物は２，１１０戸（第４期富加町耐震改修計画）のうち、旧耐震基準（昭和

５６年５月３１日建築確認以前）の木造建築物は約４割を占めている。町は所有者等に対し、富加

町建築物等耐震化促進事業として、県と協働して補助を行うとともに、第４期富加町耐震改修促進

計画に基づいて相談会の開催や広報・啓発やローラー作戦による個別周知等を図る。 

 

 

 

避難所や町有施設等防災拠点となる重要な公共建築物は、ほぼ耐震化されており、災害時に備え

た施設となっている。また、地域住宅計画及び公営住宅長寿命化計画に基づく公営住宅の耐震化も

完了している。 

公共建築物だけでなく多数の者が利用する民間建築物へは、所有者等への「富加町建築物等耐震

化促進事業」の耐震補強工事費の補助等の活用を案内しつつ、耐震化の普及・啓発をより一層図る。

町営住宅については、施設のライフサイクルコストの軽減を図りながら更新・長寿命化を実施する

ため、地域住宅計画及び公営住宅長寿命化計画に基づき、総合的かつ計画的に管理を行う。 

  

 

 

ブロック塀は、地震や暴風等の際に倒壊する可能性があり、幼児・児童や老人等が巻き込まれれ

ば、大けがや命に係わる可能性もあるため、富加町ブロック塀等撤去補助金の周知を図り、早急に

撤去して危険箇所を減少させる必要がある。 

 

  

 

これまで本町では、道路の無電柱化の実績はない。しかし、大規模災害の発生に備え、電柱等の

倒壊から緊急輸送道路や避難路を確保するため、幹線道路等必要性及び整備効果が高い箇所におい

て必要性等を勘案し、計画的に無電柱化の整備を検討する。 

なお、町地域防災計画では緊急輸送道路への新規の電柱占用を原則許可していない。 

 

  

 

県指摘の５か所の大規模盛土造成地について調査を進めるとともに、対策の必要がある場合には

その検討を行う。また、これら以外に大規模盛土造成地が新たに判明した場合には、適切な対応を

１－１） 
巨大地震による住宅・建築物の倒壊や市街地等の大規模火災に伴う甚大な人的被害の

発生 

事前に備えるべき目標１：直接死を最大限防ぐ 

木造住宅の耐震化等の推進 

 

多数の者が利用する建築物等の耐震化等の推進 

危険なブロック塀等対策の推進 

大規模盛土造成地対策 

 

無電柱化対策 
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行い、被害の軽減を図る。さらに、県と連携し、「滑動崩落のおそれが大きい大規模盛土造成地」を

抽出するための変動予測調査などの実施を検討する可能性がある。調査により危険性が確認された

大規模盛土造成地については速やかに対応を行い、被害を最小限に抑える方策を講じる。今後は必

要に応じて補助制度の創設を検討することで、地域の安全性向上を図る。 

 

（【重点】空き家対策の推進） 

 

 

富加町空家等対策協議会において、空き家バンク登録の充実や、空き家の改修費支援補助、片付

け補助、除却補助などの各種補助制度の継続や拡充の検討をするともに、相談会の開催や補助金の

活用や空き家バンクの普及・啓発に努める。 

 

（公共施設等の維持管理） 

 

 

県の社会資本メンテナンス相談窓口等を活用し、維持管理の技術的な支援を求め、効率的かつ効

果的な維持管理を推進する。公共建築物等の老朽化対策については、計画的な維持管理・更新を行

う。 

 

 

 

 

 

（立地適正化計画の策定促進） 

  

 

本町では、令和７年度時点で立地適正化計画（※）を策定していない。災害リスクの低い地域への

居住や都市機能の誘導を図り、「コンパクト＋ネットワーク」によるまちづくりを進めるため、立地

適正化計画の策定を検討する。 

※立地適正化計画とは、災害リスクを理解しながら、居住機能や医療、福祉、子育て支援、商業等

の様々な都市機能の誘導により、都市全域を見渡したマスタープランとして、位置付けられる自治体

マスタープランの高度化版のこと。 

 

  

空き家等対策の推進 

 

県と連携し維持管理担当技術職員の育成を図る 

 

１－２） 集中豪雨による集落等の大規模かつ長期にわたる浸水被害の発生 

立地適正化計画の定期的な更新・推進 
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（【重点】総合的な水害・土砂災害対策の推進） 

  

 

町民主体での避難行動を促進するため、具体的な災害リスクを認知するためのハザードマップの

更新と普及、警戒レベル等直感的に把握可能な表現による避難情報発令、ＳＮＳを活用した情報発

信等新たな情報伝達方法を検討する。 

令和７年４月に更新した土砂災害・洪水ハザードマップには中小河川の情報も追加された。水害

時に危険となる場所や、想定される被害がより詳細となったため、より具体的な内容での対応が可

能となった。引き続き実状に沿ったよりリアルな情報提供を心掛けていく。 

 

 

 

対象施設がある場合は、避難確保計画の策定や避難訓練等の実施についての支援を行う。 

災害時要配慮者名簿登録制度の更なる普及を図り、避難行動支援が必要な方に対して名簿への登

録を促進する。 

 

 

 

土砂災害への予防対策として、ハード・ソフト一体となった土砂災害対策を進める。また、急傾

斜地の崩壊による災害防止を、県と連携し計画的に事業実施することで、安全対策を強化する。さ

らに、道路法面の落石や崩壊による被害を防ぐために、法面対策工事を計画的に進める。警報級の

大雨が発生した直後のパトロールを実施し、対策が必要と思われる箇所については、県と連携し迅

速に対応する。加えて、ハザードマップ等を活用し土砂災害（特別）警戒区域及び砂防指定区域の

情報を住民に周知し、災害発生時のリスク軽減と住民の安全確保を図る。 

 

（【重点】治山・林道施設の整備） 

 

 

治山施設が土砂災害等に対しその効果を確実に発揮するよう、森林の維持管理を適宜実施するこ

とで災害に対する安全性の向上を図る。また森林の多面的機能の持続的な発揮に向け、間伐等の森

林整備を計画的に推進する。 

 

  

１－３） 大規模土砂災害による集落等の壊滅や甚大な人的被害の発生 

町民への災害リスクの周知 

 

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 

急傾斜地及び道路法面の崩壊対策 

治山施設の機能強化等による. 荒廃山地の復旧・予防対策の実施 
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（【重点】農業用ため池の防災対策の推進） 

  

 

本町には農業用ため池が２５池あり、今後、老朽化したため池の改修等の検討を行う。 

特に生命、財産に影響を与えるおそれがあるため池は、防災重点農業用ため池として本町では１

２池が指定されており、点検・調査等を実施し、計画的な整備等を進める。 

 

 

 

 

 

（【重点】町民への情報伝達の強化と伝達手段の多様化） 

  

 

本町では、避難所のうち５か所に、「災害用統一ＳＳＩＤ ０００００ＪＡＰＡＮ (ファイブゼロ

ジャパン)」を導入済みである。非常時には町が提供する公衆無線ＬＡＮをすべての利用者に開放

し、インターネットへのアクセスを可能にすることで、町の提供する緊急情報へのアクセスが可能

になる。また、災害時における避難指示等の緊急情報を迅速にかつ確実に伝達するため、防災行政

無線、戸別受信機による放送や、緊急速報メール、とみかメール、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）、ホームペー

ジ等を活用している。各種手段の維持管理や体制確認を行うとともに、今後更なる充実を図る。ま

た、ホームページから河川監視カメラによる水位状況を確認できたり、防災情報共有システムによ

り災害の発生状況や避難情報を発信したりしている。多様なツールを導入しているが、一層の拡充、

各種サービスの効果的な利用方法を検討し、推進する。 

 

（防災情報通信システム及び行政情報通信基盤の耐災害性強化） 

 

 

令和１１年度までを目標にすべての屋外拡声子局を更新し、すべてを新方式での運用にする。令

和３年度に導入したＭＣＡ無線機が令和９年３月末で使用できなくなることに伴い、代替の機器を

令和８年度中に導入する。個別受信機については、町民の導入実績を見ながら、配備について検討

をしていく。西日本電信電話株式会社で、災害時優先電話による通話の確保を優先的に行う箇所は、

富加町役場庁舎、とみかこども園、子育て支援拠点施設すくすく、富加小学校、双葉中学校である。 

 

（【重点】防災教育の推進） 

 

 

小学校での年４回程度の避難訓練、総合学習での防災に関する授業、震災を経験した宮城県での

研修事業「宮城研修」を実施している。これは、東日本大震災の被害や復興の状況について知り、

１－４） 広域の河川氾濫等に起因する浸水による多数の死傷者の発生 

農業用ため池の耐震対策の推進 

１－５） 
避難行動に必要な情報が適切に町民に提供されないことや情報伝達の不備等による、

人的被害の発生 

町民等への情報伝達の強化 

防災情報通信を適正に維持管理する 

防災教育を中心とした実践的安全教育の推進 
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被災した時の人々の思いに触れるとともに、命の大切さや人々の絆の深さを感じ取り今後の自身の

成長に生かすことを目的としている。 

現在実施している施策を継続しながら、複雑多様化する災害等に関する教育を、限られた時間の

中でどのように行うか検討が必要である。 

 

   

 

令和７年４月に土砂災害・洪水ハザードマップを更新し全戸へ配布した。毎年土砂災害警戒区域

を対象に防災訓練を実施し、町民の防災意識の高揚に努めている。防災訓練への参加や防災意識の

向上を図るため、町内全域を対象とした「総合防災訓練」を実施し、地域の災害リスクや災害時に

とるべき避難行動の理解促進等を図る。 

 

（【重点】町民主体での避難対策の強化） 

  

 

令和７年４月に更新した土砂災害・洪水ハザードマップには中小河川の情報も追加された。水害

時に危険となる場所や、想定される被害がより詳細となったため、より具体的な内容での対応が可

能となった。引き続き実状に沿ったよりリアルな情報提供を心掛けていくとともに、ハザードマッ

プを活用し、町内各地域で地域特性に応じた避難訓練を実施するよう促進する。 

 

（【重点】要配慮者支援の推進） 

 

 

災害時に活用できるよう、富加町地域防災計画、及び富加町避難行動要支援者支援プラン（全体

計画）を基に、避難行動要支援者名簿の更新を行い、警察、消防、自治会等へ提供する。 

 

 

 

災害により、自宅に住めなくなった被災者が、避難所や避難所以外に避難した場合に応急住宅、

公営住宅の一時使用等の情報提供を行う。平常時の住まいの確保と異なり被災者の時間的制約があ

ることを考慮して、災害発生後に応急住宅の需要を把握するタイミングや被災者が次の住まいに関

して考えるタイミング等において、適宜実施することが求められる。多様な住まいの選択肢の中か

ら、被災者個々の事情を踏まえた住まいの情報提供を行う。 

 

 

 

増加する日本語でのコミュニケーションが難しい外国人居住者や訪問者に対し、災害時の情報提

供を強化し、特に避難行動に必要な情報を多言語で提供することで、非常時にも安心できる体制を

整える。また、多言語対応の情報提供やコミュニティ支援体制を強化し、外国人が安全に避難でき

る環境の整備を推進する。 

 

  

総合的な水害・土砂災害対策の推進（ソフト対策） 

町民への災害リスクの周知 

避難行動要支援者名簿の活用 

被災者の仮住まい支援の推進 

災害時等における外国人の支援強化 
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（【重点】上下水道施設の耐震・老朽化対策の推進） 

  

 

下水道施設は、平成１１年の供用開始から２７年以上が経過し、終末処理場（浄化センター）の

機械設備、マンホールポンプの更新が必要となってくる。また、終末処理場は、令和７年度に非線

形耐震診断を実施しており、今後は耐震補強工事を実施する。令和４年度にはストックマネジメン

ト計画を策定、令和５年度には富加町下水道経営戦略を改定し、当該計画に基づいて、将来に向け

てのコストの平準化、及び下水道施設の計画的な更新に取り組んでおり、機械器具設備の更新や液

状化によるマンホール蓋の浮上防止対策を講じる必要がある。 

 

 

 

上水道施設は町民生活にとって重要なライフラインの一つであり、災害時にもその機能を維持す

るため、水道施設の点検・修繕を行い、長寿命化を推進する必要がある。 

また、水道施設における耐震化の現状を把握し、特に、医療機関及び避難所等の重要給水施設へ

の管路の耐震化を計画的、かつ集中的に実施していく必要がある。 

 

  

２－１） 
被災地での食糧・飲料水等、電力、燃料等、生命にかかわる物資・エネルギー供給の

長期停止 

事前に備えるべき目標２：救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・ 

避難生活環境を確実に確保する 

下水道の耐震・老朽化対策の推進 

水道施設の耐震化の推進 
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（【重点】道路啓開の迅速な実施） 

  

 

災害時において、迅速に応急措置ができるよう企業及び団体との災害時応援協定の締結等を行っ

ている。災害時における町外からの救援物資や自衛隊、警察、消防等の応援部隊の受入れ、支援物

資の円滑的な輸送を行うため、企業及び団体との災害時応援協定の締結等、輸送体制の構築を図る

とともに、平常時から情報交換や訓練参加により確実に活動できるよう実効性を高める。 

 

（道路と附帯設備自体の強靱化） 

 

 

防災拠点を結ぶ緊急輸送道路の整備を進めるとともに、緊急輸送路につながる幹線道路等の整備

及び橋りょうの点検を行っている。大規模地震後も生命に係わる物資の供給や救援活動に支障が生

じないよう、緊急車両が通行できる機能の確保を図るとともに、法面の崩壊防止対策、無電柱化、

倒木防止等を含め、緊急輸送路につながる幹線道路等の整備及び橋りょうの耐震化等災害に備えた

対策を図る。また、災害時に長期間の機能不全に陥るような致命的な損傷を負わないよう、定期的

に点検を行い、点検結果に基づき計画的に必要な補修、補強を実施する。 

 

 

 

狭あい道路については、消火活動や救急活動、あるいは災害時の避難の妨げになることから、継

続して「道路後退整備事業」を実施し拡幅を進め、解消に努める。幅員の大きな道路は、火災の延

焼防止に効果があることから、未整備の道路等の整備を進める。 

 

 

  

２－２）

－） 

緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 

道路啓開のための協定の締結等 

 

道路ネットワークの確保 

橋りょう、トンネルを含む道路整備・狭あい道路解消 
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（【重点】災害医療体制の充実） 

  

 

災害時の医療体制について、平常時から関係機関との情報共有及び連携の強化を図る。また、加

茂医師会との災害時における医療救護活動に関する協定書を締結することで、災害時における救

助・救急、医療活動に向けた体制を整備する。今後も加茂医師会と協議を重ね、さらなる被災者等

の健康・避難生活環境の体制整備に努めるとともに、富加町災害時医療救護計画（地震災害等医療

救護計画）の見直しを随時行う。 

 

 

 

重度障がい児者の震災等による長期停電への備えとして、電源や医療資材供給等の協力・支援体

制の構築を検討する。 

 

（災害時健康管理体制の整備） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、必要な研修等に参加する。また、関係部署、

関係機関・団体と連携した災害時の保健活動体制の構築に向け、県と連携を図り、さらに保健師間

での情報共有を推進する。被災者の生命、健康を守り、避難生活の長期化による二次健康被害を予

防するため、富加町災害時保健活動マニュアルを整備する。 

 

（医療・介護人材の育成・確保） 

 

 

災害時の保健活動を迅速かつ効果的に展開するため、発災時に備え、町内にある医療機関の人材

配置状況を確認する。また、人材確保の一助として、資格を有する者が町内の医療機関に勤務した

場合の助成等を検討する。 

 

 

 

 発災時にも、被災者あるいは避難者の要介護者の健康を確保するために、介護人材の安定供給を

図る。人材確保の一助として、資格を有する者が町内の介護事業所に勤務した場合の助成等を実施

する。 

  

２－３） 医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災 

災害医療関係機関の体制及び連携の強化 

重度障がい児者に対する災害時等支援ネットワークの構築 

災害時の保健活動体制整備の推進 

医療人材確保の推進 

介護人材確保の推進 
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（【重点】避難所の防災機能・生活環境の向上） 

  

 

避難所機能環境を整備するにあたり、町では、避難所の５か所に「災害用統一ＳＳＩＤ ００００

０ＪＡＰＡＮ (ファイブゼロジャパン)」を導入済みである。非常時には町が提供する公衆無線Ｌ

ＡＮをすべての利用者に開放し、インターネットへのアクセスを可能にすることで、町の提供する

緊急情報へのアクセスが可能になる。必要な資機材や設備等を計画的に整備し、備蓄品の適切な管

理や維持、停電対策など避難所環境を強化していく必要がある。また、乳幼児がいる女性や障がい

者、高齢者等の利用者に配慮した環境整備を実施する。 

 

（被災住宅への支援） 

 

 

「富加町被災者生活・住宅再建支援金交付要綱」を整備し、予算の確保に努めている。被災時に

は、生活や住宅を再建できるよう、被害の状況に応じ速やかに被災者生活・住宅再建支援金等の支

援が受けられる体制を整備する。 

 

 

 

大規模災害時において、応急修理を行うことで引き続き元の住宅で生活ができる被災者に対し、

修理業者の情報提供や修理費の直接払いを行い、被災者の負担軽減を図る。災害が長期化する場合

には、避難所よりも元の住宅で生活することで被災者の生活再建が促進されるため、応急修理の支

援を積極的に実施する。なお、応急修理を行う町内業者が少ないため、県等と連携しながら情報提

供を強化する。 

 

（応急住宅の円滑かつ迅速な供給） 

 

 

大規模災害時において、家を失い自ら住宅を確保できない被災者に一時的な住居を提供するため

に、応急住宅の建設及び町営住宅の一時使用の許可を行う。応急住宅に先駆けて、被災一時提供住

宅として公営住宅の利用ができるよう、県等と連携しながら、県内・県外の公営住宅について情報

提供を行う。 

本町の応急仮設住宅建設可能用地は、町内３か所に１７８戸分を設定している。 

 

  

２－４） 
劣悪な生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発

生 

良好な避難所環境の確保 

被災住宅への支援（速やかな被災者の生活再建支援） 

被災住宅への応急修理支援 

応急住宅の供給の推進 
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（【重点】避難所環境の充実） 

 

 

避難所においては、暑さ・寒さ対策やプライバシー配慮対策をはじめ、乳幼児のいる世帯や女性、

障がい者、高齢者等の多様な利用者に配慮した環境整備を確保する。 

また、令和元年度に避難所における衛生管理ガイドラインを策定し、感染症の発生・まん延を防

ぐ衛生・防疫体制を整備した。必要に応じて、避難所における衛生管理ガイドラインの見直しを行

っていく。特に新型コロナ、インフルエンザ、ノロ等のウイルス性感染症のまん延防止を目的とし、

パーティションやマスク消毒液等の物資を平常時より備蓄する。 

 

（【重点】福祉避難所の運営体制確保） 

 

 

福祉避難所の開設訓練等を実施、備品等の整備に努めるとともに、福祉避難所として指定してい

る介護老人福祉施設が行う開設訓練時には必要な助言を行う。 

 

 

 

  

避難所運営マニュアルの策定、防犯体制確保、感染症の発生・まん延を防ぐ衛生・防疫体制整備 

福祉避難所の充実強化 
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（広域連携の推進） 

  

 

平時より、応援の受入れを前提とした人的・物的支援の受入れ体制を整備しており、「富加町災害

初動マニュアル」に基づき庁内受援担当及び受援担当を割り振り、受入れ場所等の準備を進めてい

る。さらに、平常時から情報交換や訓練への参加を通じて実効性を高めることで、災害時における

迅速かつ的確な対応が可能となる体制づくりを目指している。今後はこれらを取りまとめた受援計

画を策定し、地域防災計画へ位置づけるよう検討を進めていく。本町では「岐阜県広域消防相互応

援協定」に基づき県消防相互応援隊の活動が迅速かつ的確に実施できるように努めるとともに、「可

茂地区市町村消防団相互応援協定」及び「みのかも定住自立圏災害時における相互応援に関する協

定」に基づく防災応援活動が円滑に実施されるよう対応に万全を期している。また、受援計画につ

いては人員も含めた内容を策定し、地域防災計画への反映を検討する。 

 

 

 

災害時に町内避難所で対応できない場合や道路が寸断し集落が孤立すること等のリスクを回避

するため、近隣市町村と広域避難に関する協定を締結している。災害時の応援体制の強化や広域避

難の検討、帰宅困難者対策等、広域的に取り組むべき課題について、国、県、隣接市町村等との連

携強化を図る必要がある。これにより、災害時の応援体制や広域避難体制をより盤石なものとし、

迅速かつ確実な支援活動が展開できるよう取り組む。 

 

（業務継続体制の整備） 

 

 

富加町業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、非常時優先業務や職員参集想定等を定めており、計画

が形骸化しないよう職員への周知を図るとともに継続的な見直しを行う。災害時における業務の早

期立ち上げや通常業務の早期復旧のため、戸籍など重要な行政データの流出・喪失防止を目的とし

た情報通信機器の保護を実施していく必要がある。また、主要庁舎の非常用電源等の確保・管理に

努めるとともに、職員用非常食や飲料水等の計画的な備蓄を積極的に推進する。 

 

 

 

  

３－１） 職員･施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

事前に備えるべき目標３：必要不可欠な行政機能は確保する 

災害時の広域応援・受援体制の強化 

市町村域を越える広域避難の検討 

業務継続体制の整備 
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（鉄道の存続支援） 

  

 

 

長良川鉄道に対しては、沿線５市町で老朽化対策のため補助金を支出して運営を支えているが、

利用者の減少等により経営は苦しい状況である。長良川鉄道では、整備を要する対象箇所が多く、

一部が未整備であるため、老朽化した重要インフラの整備を重点的に支援し、予防的な老朽化対策

を早急に進めることが不可欠であり、鉄道の安全運行の確保を図る必要がある。さらに、沿線市町

や鉄道事業者が協力し、利用促進として利便性向上や観光資源の活用を図り、長期的な財政支援と

地域全体での鉄道活性化を実現する。 

 

（下水道における業務継続体制の整備） 

 

 

下水道施設の機能を維持又は応急復旧するための業務継続体制の検証を行い、非常時優先業務と

人員計画等の不断の見直しを推進する必要がある。災害時における下水道機能の継続・早期回復を

図るため、下水道ＢＣＰの充実を促進する必要がある。 

 

（合併浄化槽への転換促進） 

 

 

下水道区域外では、国等の合併処理浄化槽設置補助金等により、合併処理浄化槽の設置を促すと

ともに、既設の合併処理浄化槽については設置者への適切な維持管理の指導を行う必要がある。 

下水道区域内の一部の単独浄化槽やくみ取り便槽の使用者（下水道未接続者）については、合併処理

浄化槽への転換促進、もしくは下水道への接続を促し、汚水等の適正処理を図っていく必要がある。 

  

４－１） 幹線が分断する等、基幹的交通ネットワークの長期間にわたる機能停止 

長良川鉄道等の安全運行対策にかかわる経費を助成、関係自治体や鉄道事業者等と協力し、鉄道

の利便性向上や活性化を推進 

下水道業務継続計画の策定 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進 

事前に備えるべき目標４：生活・経済活動を機能不全に陥らせない 
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（非常用物資の備蓄促進） 

  

 

災害用備蓄品は、長期保存が可能なものから比較的短期間で更新を要するものまで様々であり、

整備計画に基づいて定期的かつ効率的な更新に努めていく。大規模災害が発生した場合、町の備蓄

のみで対応することは困難と想定されることや、大規模災害で道路が寸断し集落が孤立することな

どのリスクを回避するため、家庭や地域などで備蓄の整備を推進する必要がある。また、備蓄品の

適正管理のため、備蓄倉庫等の整備を検討していく必要があり、広報紙や防災訓練を通じて家庭で

の備蓄品の啓発に努め、最低３日分以上の備蓄を推奨している。さらに、民間企業等と協定を締結

し、必要な食料や資機材の確保体制を構築するなど、備蓄箇所や備蓄数の見直しを行い、適切な設

備の整備と維持管理を計画的に推進する。 

 

  

４－２） 食糧や物資の供給の途絶 

非常用物資の備蓄促進 
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（【重点】総合的な大規模停電対策の推進） 

  

 

台風や降雪等を原因とした倒木による長時間にわたるライフラインの停止や、道路の通行止めを

未然に防ぐため、土地所有者への注意喚起や除去依頼を行うとともに、関係機関等と連携し道路沿

いの樹木伐採を進める。道路等にはみだす、あるいは、枯れてしまった樹木を発見した場合、土地

所有者を特定し、伐採依頼の通知文書の送付を行っている。電線に接触している樹木に関しては、

発見次第中部電力又はＮＴＴに報告して伐採の依頼を行っている。また、加茂地区電気工事協議会

と「災害時応援協力に関する協定書」を締結している。 

 

 

 

台風等の暴風雨や降雪等による倒木での受傷や家屋の損傷等の直接被害を防ぐため、土地所有者

への注意喚起や除去依頼を行うとともに、関係機関等と連携し道路沿いの樹木伐採を進める。 

 

 

 

町管理道路等にはみだす、あるいは枯れた樹木を発見した場合、土地所有者を特定し、伐採依頼

の通知文書の送付を行っている。電線に接触している樹木に関しては、発見次第、中部電力又はＮ

ＴＴに報告し伐採の依頼を行っている。 

 

 

 

屋外拡声子局については令和１１年度までを目標にすべて新方式に更新する。長期停電による電

源喪失にも対応できるよう、燃料やバッテリー補給体制を再点検するなど情報伝達施設の適切な維

持管理に努める。 

  

５－１） ライフライン（電気、ガス、上下水道等）の長期間にわたる機能停止 

倒木によるライフライン被害軽減対策の推進 

危険木除去による生活環境保全対策の推進 

町管理道沿いの樹木伐採による通行安全対策の推進 

事前に備えるべき目標５：ライフライン、燃料、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとと

もに、早期に復旧させる 

町民への情報発信の充実 
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（道路、運輸・交通事業者の災害対応力強化） 

  

 

関係機関と連携して、鉄道や路線バス等公共交通機関の緊急の運休や道路の通行止め等の情報確

認を行い、住民の利便性と安全性を向上させるため、正確で最新な情報を町ホームページやメール

配信サービス等でリアルタイムに発信する。交通事業者と迅速な情報連携体制を構築することで、

信頼性の高い情報提供を実現し、住民の移動手段や安全確保につなげる。 

 

 

 

富加町建設業協会と連携し、災害復旧を行う体制を取っている。関係団体による被害状況の調査

や、公共施設の応急復旧活動への協力について締結先の拡大に引き続き務めるとともに、平時から

連絡を密にし、連携の強化を図る。また、道路損傷等についての情報提供について、郵便局と覚書

を交わしている。 

 

 

 

 

 

（水資源関連施設の整備推進等） 

  

 

本町の水道は、県浄水場からの受水により供給されており、渇水時だけでなく災害時や断水が予

想される場合には、県及び町の対策マニュアルに基づき対応し、情報収集・伝達や円滑な復旧体制

をとり、緊急給水活動を行っている。岐阜県水道事業と「応急給水設備に関する協定」を締結して

いる。 

 

  

５－２） 地域交通ネットワークの分断 

町ホームページで交通・鉄道事業者の運行状況確認の実現 

道路等の復旧にかかわる協定締結 

５－３） 異常渇水等による用水の供給の長期間にわたる途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

渇水時の情報共有の緊密な実施、対応策の時系列行動計画（渇水対応タイムライン）の作成 
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（【重点】農地・農業水利施設等の適切な保全管理） 

  

 

本町には「多面的機能支払交付金」を受け、地域住民の共同活動により農業農村の持つ多面的機能

の維持・発揮に取り組む組織がある。 

これら組織の役員の負担増加や後継者不足が課題であり、継続的な活動に向け検討を進める。 

 

 

 

本町では、防護柵等の設置補助や猟友会による捕獲、地域での追い払い活動の支援等により農業

への鳥獣被害防止を進めているが、災害時においても営農が継続できるよう、引き続き鳥獣被害対

策を推進する。 

 

 

 

森林が有する水源かん養機能や水質浄化機能、土砂流出防止機能、生物多様性保全機能等の公益

的機能の維持・増進を図る。また、森林の適切な管理のため林道の整備を推進する。 

 

 

 

土地改良で整備された農業用排水路等について、施設の老朽化が進んでおり、計画的な改修等を

推進する。 

 

（【重点】農道の整備） 

 

 

農道は町で維持管理を実施している。農道の舗装等は「県単農道整備事業」を活用して実施して

いる。農道橋についても同様であるが、未点検の農道橋については令和２年度において、県が農道

橋点検を実施している。 

 

（農業集落排水施設の機能保全） 

 

 

町内４か所の農業集落排水処理施設は、供用開始から３４年以上が経過し、処理場施設やマンホ

ールポンプ等の更新が必要となっている。今後は、施設の適切な維持管理を行うとともに、農業集

落排水施設を公共下水道に接続するなどの広域化・共同化を検討していく。 

 

 

  

事前に備えるべき目標６：制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

６－１） 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

農地等の地域資源を守る共同活動等の推進 

鳥獣害の防護と捕獲の一体的推進 

農業用用排水路の機能保全対策の推進 

基幹的農道の整備と農道橋の耐震対策の推進 

農業集落排水施設の機能保全対策の推進 

森林の適切な整備 
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（【重点】災害廃棄物対策の推進） 

  

 

本町では災害廃棄物処理計画を策定し災害に備えているが、大規模な災害発生時には可能な限り

早期処理をして、復旧・復興への影響を減少する。そのため、一般廃棄物の受入先である可茂衛生

施設利用組合の施設において、災害廃棄物の受入態勢の整備を進める。また、災害廃棄物の仮置場

予定地の調整も進める。 

 

（有害物質対策の検討） 

 

 

 

「富加町災害廃棄物処理計画」において、「災害廃棄物処理対策」として「有害廃棄物・危険物の

所在把握、取扱い方法の周知」「有害物質・危険物の回収ルート確立」の事項があるが、計画に記載

した以上の具体的な手段は定めていないため、具体的な手段を検討する。 

 

 

 

 

 

（【重点】災害対策用資機材の確保・充実） 

  

 

既にクレーン車等の使用に関する協定書を自動車整備会社と締結、資機材のレンタルに関する協

定書をレンタル企業と締結している等、必要な資機材を調達・支援する方法等について関係機関と

連携し検討を進めている。 

 

（コミュニティ活動の担い手養成） 

 

 

自主防災組織の活動を引き続き支援するとともに、各組織が主体となった防災訓練の実施や、各

地域が避難所の運営を主体的に行うことで避難所運営力の向上が図れるよう取り組む。また、コミ

ュニティ活動の担い手養成について検討し、防災士数の増加を引き続き目指すとともに、防災士と

の連携を強化することで、地域防災力のさらなる向上を目指す。 

 

 

 

 

７－１） 災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ 

事前に備えるべき目標７：地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整 

備する 

災害廃棄物処理体制の強化 

有害物質の飛散・流出対策について大規模災害発生時に迅速な対応をするための課題を整理・検

討 

７－２） 人材等の不足による復旧･復興の大幅な遅れ 

資機材確保、点検 

地域の絆づくりの推進 
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（【重点】災害ボランティアの受入・連携体制の構築、支援職員の養成） 

 

 

富加町社会福祉協議会と締結した「富加町災害ボランティアセンターの設置及び運営に関する協

定」を基に、富加町社会福祉協議会が実施する設置訓練において、助言等の支援を行う。 

 

  

 

富加町社会福祉協議会と締結した「富加町災害ボランティアセンターの設置及び運営に関する協

定」を基に、富加町社会福祉協議会が実施する設置訓練において、助言等の支援を行う。 

 

  

 

富加町社会福祉協議会と締結した「富加町災害ボランティアセンターの設置及び運営に関する協

定」を基に、富加町社会福祉協議会が実施する設置訓練や災害ボランティア養成研修等に対し、助

言等の支援を行い、連携を強化していく。 

 

  

 

県が行う研修に町職員が参加し、判定士の増員に努める。また、大規模地震発生時に必要となる

有資格者を増やすための啓発を行い、「判定コーディネーター」の受け入れ体制を強化しながら、判

定士や「判定コーディネーター」の育成を進めることで、建築物・宅地危険度判定体制のさらなる

強化を図る。 

 

 

 

 

（【重点】社会資本の適切な維持管理） 

  

 

 

災害時に長期間の機能不全に陥るような致命的な損傷を負わないよう、定期的に点検を行い、必

要に応じて補修等を実施している。毎月の道路パトロール、橋りょう点検等を行い、破損箇所を発

見し職員にて対応できる場合は対応し、できない場合には業者に発注しメンテナンスを行っている。

各施設が有効に機能するよう、またその効果を確実に発揮するよう、定期的に点検を行い、点検結

果に基づき計画的に必要な施設の整備、維持管理、長寿命化等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

災害ボランティアセンター立ち上げ支援 

７－３） 幹線道路の損壊等による復旧･復興の大幅な遅れ 

道路施設、河川構造物、水路施設、砂防施設等の計画的な点検、補修、耐震化工事、老朽化対策

工事等の実施 

災害ボランティア活動における受入体制整備 

災害ボランティアとの連携強化 

応急危険度判定士の確保 
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（文化財の保護対策の推進） 

  

 

指定文化財又は史跡の候補物件の洗い出しと、必要であれば指定・公有地化について諮問機関へ

意見具申を行う。「文化財保存活用地域計画」の策定について検討を行う。 

 

（環境保全の推進） 

 

 

 

県の森林環境税を財源とした、里山林整備等を町で実施している。令和２年度からは、国の森林

環境譲与税を財源とした、森林整備事業も実施している。また、地域団体による森林・山村多面的

機能発揮対策交付金」を活用した、森林整備が実施されている。 

今後も県の森林環境税、国の森林環境譲与税を活用し計画的に推進する。また、森林整備の活動

をしている地域団体を支援する。 

 

 

 

 

 

（地籍調査の促進） 

  

 

平成１６年の事業着手以来、現在まで８地区で取り組んでおり、町全域面積の約１割で実施済み

となっている。土地の境界確定は、災害時における迅速な復旧、復興につながるため、引き続き、

地籍調査事業実施し推進を図る。 

  

７－４） 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文

化の衰退・喪失 

文化財保護対策の推進 

自然環境の持つ多面的機能の持続的発揮のため、災害に強い森林づくりや自然公園等の保全を推

進 

７－５） 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる

事態 

地籍調査の推進 
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（別紙４）用語一覧 

 

アセットマネジメント 

資産の置かれている状態を適切に把握した上で将来の健全度を予測し、必要な補修・補強等の措置

の最適な時期と方法を判定し、ライフサイクルコストが最少となるような管理計画を実現させる資

産管理の手法。 

 

応急危険度判定 

大地震等により被災した建築物を調査し、その後に発生する余震等による倒壊の危険性や外壁・附

属設備等の危険性を判定すること。人命にかかわる二次災害の一つである電気火災を防止する有効

な手段とされている。大地震等により、被災した建築物や宅地の被害状況を調査し、人命にかかわ

る二次的災害の軽減・防止を図ることを目的として行う危険度判定。建建築物の判定を行う被災建

築物応急危険度判定と、宅地の判定を行う被災宅地応急危険度判定がある。 

 

か行 

滑動崩落 

谷間や山の斜面等において造成されたひとまとまりの宅地が地震による大きな揺れによって滑った

り崩れたりする現象。東日本大震災時、内陸部の盛土造成地等で多数被害が発生している。 

 

合併処理浄化槽 

トイレの汚水だけでなく、台所、風呂の生活雑排水も一緒に処理する浄化槽。単独浄化槽はトイレ

の汚水のみを処理。（浄化槽法により、平成１３年(２００１年)４月１日から製造・販売が禁止され

ている。） 

 

狭あい道路 

幅員４ｍ未満で、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項の規定により同条第 １ 

項の道路とみなされるもの又はこれに準ずるものとして特定行政庁に指定された道路。 

 

業務継続計画（ＢＣＰ） 

ＢＣＰ は Business Continuity Plan の略。災害や事故等の発生により、利用できる資源に制約が

ある状況下においても、重要業務を中断させず、中断した場合でも迅速に重要な機能を再開させ、

業務中断に伴うリスクを最低限にするために、平時から事業継続について戦略的に準備しておく計

画。 

 

緊急輸送道路 

大規模な地震等の災害が発生した場合、救命活動や物資輸送を円滑に行うために、国・県・市町村等

が事前に指定する道路。 

 

戸別受信機 

屋内に設置される同報系無線子局である。屋内に設置することにより、屋外スピーカー型同報系無

線（屋外スピーカーや戸別受信機を介して、役場から町民等に対して直接・同時に防災情報や行政

情報を伝えるシステム）の欠点であった天候等の影響を受けなくなる利点がある。 

 

さ行 

災害時要援護者 

平成１８年(２００６年)に示された「災害時要援護者の避難支援ガイドライン（内閣府）」に基づき、

次の方を対象とする。一人暮らしの高齢者（高齢者のみの世帯を含む。）、寝たきりの高齢者及び認

知症高齢者。障がいのある方。妊産婦。乳幼児。医療依存度の高い方。（人工呼吸器装着者、在宅酸



  

- 100 - 

 

素使用者、人工血液透析者、特殊薬剤使用者等。）災害時要援護者避難支援制度への登録者は、あら

かじめ避難支援要領等を策定し、関係者への周知が図られる。 

 

消防団 

消防署とともに火災や災害への対応、予防啓発活動等を行う、消防組織法に基づいた消防組織であ

る。 

 

受援計画 

大規模災害時に、他の自治体や関係機関からの応援を迅速に効果的に受け入れられるよう、支援を

要する業務や、受入態勢等を事前に具体的に定めた計画。 

 

ストックマネジメント 

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先順位付けを行った上で、

施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施設全体を対象とした施設管理を最適化することを目的と

する。 

 

た行 

大規模盛土造成地 

谷を埋めた造成宅地で盛土の面積が３，０００ ㎡以上のもの、又は傾斜地に盛土した造成宅地で盛

土をする前の地盤の傾斜が２０度以上かつ盛土の高さが５ｍ以上のものをいう。 

 

タイムライン 

大規模災害に対して、被災までの間に、「いつ」「誰が」「何をするのか」をあらかじめ時系列で明確

にしておくこと。タイムラインを策定することで、適切なタイミングで避難指示等の発令やそのた

めに事前に取るべき行動等が共有され、減災が期待できる。 

 

多面的機能支払交付金事業 

農地の草刈り、水路の泥上げ、農道・農業用施設の維持管理や農地周りの農業用排水路等施設の長

寿命化に対して農業者と地域住民が一体となって行う共同活動を支援する制度。平成２６年度から

旧農地・水保全管理支払制度から移行。 

 

地域防災計画 

災害対策基本法第４２条に基づき、町域における各種災害や大規模事故等に関し、町民の生命身体

及び財産を保護するため、町の処理すべき事務又は業務を中心として、防災関連機関、町民等がそ

れぞれ相互に協力して災害予防、災害応急、災害復旧活動にあたるための諸施策の基本を定めた計

画。 

 

地籍調査事業 

国土調査法に基づき一筆ごとの土地について、その所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地

積に関する測量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成すること。 

 

道路啓開 

緊急車両等の通行のため、１車線でもとにかく通れるように早急に最低限の瓦礫処理を行い、簡易

な段差修正により救援ルートを開けること。 

 

土砂災害警戒区域 

土砂災害のおそれのある土地の地形や土地利用状況等について県が調査した結果を基に、知事が関

係市町村長の意見を聴いた上で指定された土砂災害のおそれがある区域。 
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南海トラフ地震 

フィリピン海プレートとユーラシアプレートとのプレート境界の沈み込み帯である南海トラフ沿い

が震源域と考えられる巨大地震のこと。今後３０年以内にマグニチュード８～９クラスの大地震が

７０～８０％の確率で発生するとされている。 

 

 

農業集落排水処理施設 

農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水等を処理する施設。 

 

農業水利施設 

農地へのかんがい用水の供給を目的とするかんがい施設と、農地における過剰な地表水及び土壌水

の排除を目的とする排水施設に大別される。かんがい施設には、ダム等の貯水施設や、取水堰（しゅ

すいぜき）等の取水施設、用水路、揚水機場、分水工、ファームポンド等の送水・排水施設があり、

排水施設には、排水路、排水機場等がある。このほか、かんがい施設や排水施設の監視や制御・操作

を行う水管理施設がある。 

 

は行 

ハザードマップ 

地域や都市の状況に合わせ、危険情報を公開・掲載した被害予測図であり、土砂災害や水の危険区

域、地震時の避難場所、避難経路等を記載している。 

災害の種別ごとに被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定区域や避難場所・避難経路の

位置等を表示した地図。 

 

避難行動要支援者 

平成２５年(２０１３年)に示された「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」に基づ

き、次の方を対象とする。要介護認定３～５を受けている者。身体障害者手帳１、２級を所持してい

る者。療育手帳Ａを所持している者。精神障害者保健福祉手帳１、２級を所持している者。指定難病

医療受給者。（重傷者に限る。）避難行動要支援者名簿の作成が義務付けられており、災害時等は避

難行動の支援や安否確認等に活用される。なお、個人情報保護の観点から、名簿の取扱いには細心

の注意が必要である。 

 

福祉避難所 

災害発生後に高齢者や障がいのある方等、一般的な避難所では生活に支障がある方が一時的に生活

の場を確保するための避難施設。 

 

防災士 

自助・共助・協働を原則として、社会の様々な場で防災力を高める活動が期待され、そのための十分

な意識と一定の知識・技能を修得したことを、特定非営利活動法人「日本防災士機構」が認証した人

である。 

 

防災リーダー 

災害に対して正しい知識や防災活動の技術を修得した地域の実践的リーダー。 

 

や行 

要配慮者 

高齢者や障がい者、乳幼児等の自力で避難することが困難な人。外国人や地理に不案内な旅行者等

も含まれる。 
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